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はじめに 

 

爆発的噴火（以下、爆発）に伴って弾道を描いて飛散する大きな噴石（以下、「大きな噴石」）

は、周辺に直ちに被害を及ぼすため、その落下範囲をすみやかに把握することが重要である。ま

た、2011 年に発生した霧島山新燃岳の噴火では、風下の広い地域で風の影響を受ける小さな噴

石（以下、「小さな噴石」）が落下し被害が生じ、即時的な情報提供が求められた。 

噴石等に関するすみやかな情報発表は火山防災上有効であるため、火山噴火予知連絡会火山活

動評価検討会（石原和弘座長）では、平成24～25年度に、噴火開始後の早い段階で噴石の落下

範囲を予測すること等を目的とした、噴火現象の即時的な把握手法について検討を行った。 

本報告書はこれらの検討結果をとりまとめたものである。 
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１．はじめに 

 

（１）噴火現象の即時的な把握手法を検討する必要性、及び目的 

 

火山噴火様式にはさまざまな種類があり、噴火に伴う災害も多様である。噴石による被害は数多く生

じるが、その大きさにより落下範囲や時間的猶予に違いがある（図1.1）。 

たとえば、大きな噴石が周辺の居住地に落下すれば、直ちに被害を及ぼす可能性があり、その落下範

囲をすみやかに把握することが重要である。また、2011 年に発生した霧島山新燃岳の噴火では、風下

の広い地域で多量の火山灰に加え、小さな噴石が落下し被害が生じていることから、即時的な情報提供

が求められた。 

噴石等に関するすみやかな情報発表は火山防災上有効であると考えられることから、このような監視

技術を取り入れることも念頭におき、噴火開始後の早い段階で噴石の落下範囲を予測すること等を目的

とした、噴火現象の即時的な把握手法について以下の検討を行った。 

１）大きな噴石の到達距離の予測手法 

２）小さな噴石の落下範囲の予測手法 

３）噴火規模を表す指標についての検討 

噴火規模を表す指標としては様々なものが考えられるが、本検討では噴火規模に関連する「噴煙の高

さ」及び「火山灰総放出量」を選択し、その推定手法及びモニタリング手法について検討した。「噴煙

の高さ」について、現在の噴煙の高さの計測は、目視あるいは監視カメラによるものであり、悪天候等

の場合は計測できない。そのため、本検討では、他の観測手法による噴煙の高さの推定方法を対象とし

た。 

現在おこなわれている目視あるいは監視カメラによる火山現象の把握は基本的な手段であり重要な

方法であるが、既存のモニタリングデータに対して技術的な検討を加えることで、噴火現象等をさらに

即時的に正確に把握できる可能性がある。そのため、本検討会では、監視の現場や情報発信に活用して

いくことを念頭に、噴火現象の即時的な把握手法について、目視あるいは監視カメラ以外のデータを用

いた検討を行った。 

なお、重大な被害を及ぼす火砕流の発生を予測することは重要であるが、現時点では困難な要素が多

いと考えられるため、今回の検討の目的には含めず、今後の検討課題とした。 
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図1.1 噴石の大きさによる落下範囲の違い（概念図） 

 

 

（２）検討事項 

 

噴火現象の即時的な把握手法に関し、以下の検討を行った。 

 

１．大きな噴石の到達距離の予測手法の検討 

大きな噴石の最大到達距離は、爆発の強度に関係があると考えられるので、以下の検討を行った。 

日本で最も活発にブルカノ式噴火を繰り返している桜島で得られた観測データをもとに、「大きな噴

石」の到達範囲と物理量（空振データ等）との関係を調べることにより、到達予測を推定する手法を検

討した。 

浅間山や新燃岳等のその他の火山でも同様の調査を行い、上記の予測手法が他の火山においても適用

可能かどうかを検討した。 

 

２．風の影響を受ける小さな噴石の落下範囲の予測手法の検討 

小さな噴石の落下範囲は、噴煙の高さと上空の風の状態に強く影響されると考えられる。噴火開始後

の早い時期に噴煙の高さを推定し、風の影響を考慮した計算を行うことで、「小さな噴石」の落下範囲

を予測する手法を検討した。 

① 噴煙の高さの推定 

噴煙の高さと、観測で得られた物理量（地震、空振データ等）との関係を調べることにより、噴火開

始後の早い時期に噴煙の高さを推定する手法を検討した。（この項目は、検討内容が次の３．と同じで

弾道を描いて飛散する
「大きな噴石」

風の影響を受ける
「小さな噴石」

上空の風 高い噴煙の形成

強い爆発の発生

上昇する噴煙によって
持ち上げられる噴石

上昇する噴煙によって火山灰ととも
に持ち上げられた噴石が、上空の
風に流されて落下して生じる。

強い爆発的噴火に伴い発生
し、最大到達距離は爆発の強
度に関係すると考えられる。

「小さな噴石」の落下範囲

「大きな噴石」の落下範囲
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あるため、報告は３．によって行った。） 

② 小さな噴石の落下範囲の予測結果とモデルの精度検証 

上昇する噴煙の中で持ち上げられた噴石が、上空の風によりどの範囲まで落下するかは、気象庁の降

灰予報で用いられている移流拡散モデルによって予測することが可能と考えられる。霧島山新燃岳の事

例を用いて、実際に「小さな噴石」が落下した範囲と計算結果を比較し、予測対象となる噴石の初期分

布や密度、形状等のパラメータの与え方を点検することなどにより、モデルの精度検証を行った。 

桜島においても調査を進め、上記の手法が適用可能かどうかを検討した。 

 

３．噴火規模を表す指標についての検討 

噴火規模に関連する指標の一つとして「噴煙の高さ」を選択し、その推定手法について検討した。特

に、現在の噴煙の高さの計測手法である目視あるいは監視カメラによらない観測手法を用いた噴煙の高

さの推定方法を検討対象とした。 

空振観測、震動観測及び地殻変動観測手法を用い、これまでの研究成果を整理して、2011 年霧島山

新燃岳噴火の事例をもとに検討した。 

１） 空振データによる把握手法 

２） 地震動データによる把握手法 

３） 傾斜データによる把握手法 

４） 手法の適用と課題 

 さらに、「噴煙の高さ」とも密接な関係があり、噴火活動の定量的な把握に有効と考えられる「火山

灰総放出量」について、桜島の爆発及び連続的な火山灰噴出活動を対象に、そのモニタリング手法を検

討した。 

 

図1.2に、本検討を開始した第13回火山活動評価検討会（平成24年6月14日）資料のうち、検討

事項等についてまとめた概略図を示す。 

 

 

 

  



 

図1.2 噴火現象の即時的なな把握手法の検討に

6 

について。第13回火火山活動評価検討会（平成24年6月14日）資料
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２．弾道を描いて飛散する大きな噴石の到達距離の予測手法の検討 

 

（１）はじめに 

 

噴火開始後の早い段階で噴石の落下範囲を予測する、あるいは推定すること等を目的として、本検討

会で検討した噴火現象の即時的な把握手法のうち、大きな噴石の到達範囲の予測手法について報告する。 

桜島で得られた観測データを用いて、「大きな噴石」の到達範囲と物理量（空振計、地震計データ等）

との関係を調査し、到達距離を推定する手法を検討した。 

また、浅間山や新燃岳等のその他の火山で発生した「大きな噴石」についても資料を収集し、桜島の

資料で検討した手法が他の火山においても適用可能かどうかを検討した。 

 

桜島や浅間山等の活動的な火山では、「大きな噴石」が人家近くまで飛散するような規模の爆発が時折発

生する。このため、「大きな噴石」と物理観測データとの関係の調査がいくつかなされている。とくに爆発が

頻発する桜島においては爆発のメカニズム解明についての研究が進められている。桜島の爆発は、上昇した

マグマの急速な減圧発泡によって火道最上部のガスだまりが増圧した後、火口底の蓋が破壊されて発生する

とともに地盤が収縮するものと考えられる（Iguchi et al., 2008、Ishihara, 1990）。この時に、圧力変化が生

じて空振計で空気振動（以下、空振と言う）が観測されると同時に、圧力減少によって生じたステップ状の

地盤収縮が伝搬し、伸縮計等でひずみ変化を観測する（図2.1）。大きな噴石の到達距離は爆発の強さと相関

があると思われるが、桜島の爆発の仕組みから、空振データとひずみデータの利用が期待できる。Ishihara 

(1990)は、ある程度以上の強さの爆発については、ひずみのステップ量と空振振幅の大きさに相関があるこ

とを指摘した。図2.2は Ishihara (1990)の図に加筆したものである。これは1960～1980年代に桜島南岳山

頂火口の爆発に伴ってハルタ山（山頂の北西2.7km）で観測された京都大学の伸縮計と微気圧計のデータに

よるものである。この図からは概ね2mb（200Pa）以上の爆発については正の相関が見られそうである。本

検討では、現在活動中の桜島昭和火口の爆発映像のデータをもとに調査を進めるたが、昭和火口の爆発では

ハルタ山において2mb以上の爆発事例は数例に限られた。 

以上より、本検討では、空振データが爆発力の指標として使用できるかを検討し、圧力減少に伴う地盤変

動量等の利用は今後の課題とする。 

 

 

（２）「大きな噴石」の弾道計算について 

 

本検討では、爆発映像から見積もられた大きな噴石の射出速度や到達距離と、空振計等で観測された

圧力変化量との関係を調査する。そのため、大きな噴石の弾道計算を行う必要がある。大きな噴石の理

論的な到達距離については数多くの検討がなされており（例えば、Fagents and Wilson, 1993）、大き

な噴石の軌跡の解析の報告も多い（例えば、井口・他、1983）。火山の爆発に伴って放出された大きな

噴石の初速は、初期圧力や運動エネルギーを推定する上で重要なパラメータであり、過去数多くの爆発

について推定が行われている（例えば、Minakami, 1942、気象庁、1958）。ある程度以上の規模の噴

石であれば空気抵抗の寄与は小さいため、空気抵抗を考慮しないで弾道計算が行われる場合も多い。実

際には空気抵抗等の影響が存在するため、正確な計算を行うには空気抵抗を考慮した運動方程式（鈴

木・他、2007 等）を用いる必要があるが、Matsuzawa(1933)は火山弾を球体に近似し、空気抵抗を考
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慮して飛行速度を調べることにより、直径1ｍ程度の大きさであれば、空気の抵抗は考えなくても差し

支えないとしている。 

空気抵抗を考慮した弾道計算で水平到達距離を試算すると、射出角が45度で空気抵抗係数が1.0 の

場合、質量が 1000kg の球体の噴石では空気抵抗を無視した場合の到達距離の 99%であり、500kg の

噴石では98%、100kgの噴石では91%となる。質量100kg程度の噴石の場合には、推定距離は１割程

度過大の見積もりになる（図2.3）。 

本検討では、調査のために扱う事例が多数であること、個別の爆発における大きな噴石の質量、直径、

及び密度が不明であることから、正確な運動方程式を説くことは困難であるため、空気抵抗を考慮しな

い弾道、つまり放物運動を適用することとした。なお、前述の試算により、噴石が質量 100kg 以上の

場合には、空気抵抗を考慮しない到達距離は空気抵抗を考慮した到達距離と10%以下の差異であった。

ここでは、主として扱う噴石は100kg程度以上であるとして、検討を進めることとする。 

初速度 V 、射出角 θ で放出された大きな噴石は、放物運動を行い水平到達距離 D の地点に着弾す

る（図2.4）。 

 

ܦ ൌ ߠݏܿ		ߠ݊݅ݏ	2	 ݃	 ∙⁄ ܸଶ      ( 2.1 ) 

 

ここでg は重力加速度である。 

Steinberg (1975) は、弾道の射出速度と射出角の関係について、爆発のエネルギーに関連したカルデ

ラ形成の理論から考察し、火口から射出された大きな噴石の初速度は射出角に依存することを、以下の

式で示した。ここで、Vmax は最大射出速度を示し、直上に放出された時にあたる。 

 

ܸሺߠሻ ൌ 	 ܸ௫	݊݅ݏଵ.ହ	ߠ	( 2.2 )        

 

到達距離が最大となる射出速度 V は、射出角 θ = 63.4°（ = cos -1 (0.2 0.5)） ）の時である（図2.5）。

この時の射出角をθ m 、到達距離を D m と表す。D m は爆発時に最も遠くまで飛行する可能性のある

噴石が到達距離を意味する。以後、最大到達距離とよぶ。 

最大到達距離 D m は、(2.1)、(2.2)式から、 

 

ܦ ൌ	2	݊݅ݏସ	ߠ		ܿݏ		ߠ ݃ ∙ 	 ܸ௫
ଶ⁄      ( 2.3 ) 

 

と表される。 

以上は、射出地点と着弾地点の高さが同じである場合について示したものである。実際は火山の火口

から射出された大きな噴石は、より標高の低い山腹や山麓に落下し、射出地点と着弾地点の高さには標

高差が生じる（図2.6）。 

着弾点の高さが射出点よりh 低い場合の放物運動による到達距離は、以下に表される。 

 

ܦ ൌ 	ට1 
ଶ		

௦మఏ	మ
ߠݏܿ		ߠ݊݅ݏ	 ݃	 ∙ൗ ܸଶ     ( 2.4 ) 

 

よって、(2.2)、(2.4)式から、射出点と着弾点に標高差がある場合の弾道噴石の最大到達距離 D m は、
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以下に表される。 

 

ܦ ൌ	ට1 
ଶ		

௦ఱ	ఏ	ౣ ౮
మ ߠݏܿ	ߠ	ସ݊݅ݏ	 ݃	 ∙ൗ ܸ௫

ଶ

    ( 2.5 ) 

 

式( 2.3 )と式( 2.5 )は、定数として、C1 = sin 4 θ m cos θ m / g 、C2= 2 g / sin 5 θ m とおくと、それぞれ( 2.6 )、

( 2.7 )式のとおりとなる。 

 

ܦ ൌ 	ଵܥ	2 ܸ௫
ଶ	       ( 2.6 ) 

ܦ ൌ ൬1  ට1 
మ	

ౣ ౮
మ൰	ܥଵ	 ܸ௫

ଶ	     ( 2.7 ) 

 

図2.7は、射出点と落下点の高低差を0 ～ 500m の間で100m毎に変えた場合の、最大射出速度の2

乗Vmax2と最大到達距離Dm との関係を示す。Vmax2が40,000（Vmax が200）の場合、高低差が0 m の

時のDm は2340 m であり、高低差が500 m の時のDm は2560 m であった。その差は220 m とな

り、高低差を考慮しても10 % 程度の過小見積もりにしかならない。 

以上のとおり、最大射出速度Vmax を推定することにより、大きな噴石の最大到達距離Dmを予測す

ることが可能であり、Dm はほぼVmax2に比例することがわかる。 

 

ܦ ∝ 	 ܸ௫
ଶ        ( 2.8 ) 

 

 

（３）空振によるVmax の推定 

 

前節では、爆発時の最大射出速度 Vmaxを把握すれば、大きな噴石の最大到達距離が予測されること

を示した。最大到達距離を予測するには、何らかの手段でVmax を推定する必要がある。 

噴石の初速度初期圧力の関係については多くの検討がなされている（Wilson,1980 等）。Minakami 

(1950)は、爆発時の噴石の射出速度V は爆発源におけるガスだまり等における初期圧力Pi で特徴づけ

られ、以下の修正ベルヌーイ式を示した。 

 

ଵ

ଶ
ܸଶ ൌ 	

ሺିೞሻ

௦
       ( 2.9 ) 

 

ここで、Ps は大気圧、Sc は地殻密度である。Pi >> Ps であるので、射出速度V2 は爆発源の初期圧力

Pi にほぼ比例することになる。 

 

ܸଶ ∝ 	 ܲ       ( 2.10 ) 

 

爆発により初期圧力が解放され周辺に伝搬し、大気の圧力変化量が観測される。圧力変化量は伝搬とと

もに減衰するが、たとえばそれが火口からの距離の-1乗に比例する（Lighthill,1975）などの距離減衰
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式がわかっていれば、( 2.8 )式、( 2.10 )式より、最大射出速度 Vmax の代わりに測定された圧力変化量

で大きな噴石の最大到達距離Dmを予測することが可能である。距離減衰の影響を考慮するため、例え

ば火口から1kmの距離に規格化した圧力変化量としてPn を与えると、 

 

ܦ ∝ 	 ܸ௫
ଶ ൌ ݇	ܲ݊      ( 2.11 ) 

 

爆発に伴う圧力変化は、大気中を伝搬した後、空振として記録される。圧力変化量は空振振幅に比例

すると考えられることから、( 2.11 )式によってVmax2は空振振幅に比例するとみなせる。そこで、本

検討では空振データからVmax2を見積もり、それをもとにPn を推定する手順で検討をすすめることに

した。( 2.11 )式を決定するためには、まずPnからVmax 2 を推定するための換算係数k を求める必

要がある。多数の爆発現象を抽出し、映像解析等を行うことによって大きな噴石のVmax 2 を求め、Pn

との関係を調べることにより、kを推定する。 

 

 

（４）遠望カメラ映像による大きな噴石の到達距離と初速についての調査 

 

大きな噴石の到達距離の予測のためには、大きな噴石の最大射出速度を把握する必要がある。そのた

め、現在、桜島南岳の昭和火口で頻発している爆発の映像を入手し、多数の事例を解析して射出速度と

到達距離を見積もった。 

解析には、国土交通省九州地方整備局大隅国道河川事務所が昭和火口から南東約 4.9km の地点に設

置している早崎カメラ（垂水市）、及び昭和火口から南南東約5.9kmの地点に設置している海潟カメラ

（垂水市）によって記録された映像を使用した（図2.8）。映像のフレームレートはいずれも30 fpsで

ある（表 2.1）。早崎赤外カメラは高温の大きな噴石の弾道を昼夜の区別なく鮮明に追跡することが可

能であるので、解析には主に早崎の赤外カメラを用い、早崎可視カメラと海潟可視カメラは補完的に用

いた。海潟カメラの映像は早崎カメラに比べて広角であるので、規模が大きな爆発により早崎カメラで

収まりきらない弾道軌跡の追跡に用いた。図2.9に、３つのカメラで捉えた同時刻の爆発の画像を示す。 

弾道軌跡は放物運動であると仮定した上で、爆発映像から大きな噴石の射出速度V と射出角θを推

定するための手順を以下に示す。 

○噴石が火口から放出される地点は、昭和火口中心（緯度：31.57873度、経度：130.66473度、標高：

650m）に固定し、この位置をデカルト座標系の原点とする。 

○噴石が火口から放出された時刻(t0)を記録。 

○噴石が地面に着弾した時刻（t1）を記録。 

○噴石が地面に着弾した、放出地点からの相対位置（x1,y1,z1）を記録。 

放物運動における水平距離 r と高さ z は一般に以下のとおりに表される。ここで t は経過時間、g は

重力加速度である。 

 

	ݎ ൌ ܸ	 cos ߠ  ( 2.12 )      ݐ	

	ݖ ൌ ܸ	 sin ߠ ݐ	 െ ݃ 2⁄ 	 ∙  ଶ     ( 2.13 )ݐ

 

t = t1 - t0, z = z1, r = ( (x1 - x0)2 + (y1 - y0)2 )0.5 を上式に代入し、２式から未知数V、θ を求めることが
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できる。なお、着弾地点の座標推定には、画像上で位置を指定すると数値標高モデルとリンクして水平

座標と標高が推定できるような解析システムを作成して利用した。図 2.10 は、解析処理のイメージ図

であり、図 2.10A は、カメラの映像上で噴石の到達地点を確認する様子を示し、図 2.10B は、到達地

点の座標値がプロットされた様子を示す。映像上で噴石の落下位置を指示することにより、カメラの画

角、方位、仰角、位置情報と50mメッシュの数値標高モデルから、座標（緯度、経度、標高）を算出

するとともに到達距離を決定し、画面上にプロットする。位置の決定精度は、画像の分解能に支配され、

概ね10m程度である。また、地形によってはこれよりも劣り、場合によってはカメラからの死角とな

る場所では決定できない。到達距離の決定とともに、(2.12)式及び（2.13）式から射出角、射出速度も

計算される。 

この手順に沿って、大きな噴石の到達距離や射出速度を計算し、噴石の弾道軌跡を推定した例を図

2.11 に示す。これは2012 年 3 月 12 日15:07 の爆発に伴い放出された 37 の弾道軌跡を重ね合わせて

示したものである。最大到達距離は1.9kmに達した。 

解析した弾道軌跡は、2011 年 1 月 1 日から 9 月 24 日に発生した、鹿児島地方気象台が４合目以遠

まで達したと発表した148の爆発のうちの364の噴石である。図2.12は、推定されたすべての噴石の

射出角に対する、射出速度（A）と到達距離（B）の分布を示したものである。射出速度の最大は射出

角90度（直上方向）に近いほど大きく、射出角が小さくなるとともに小さくなる（図2.12A）。これら

の射出速度は射出角に依存性があるというSteinberg (1975) に整合する。また、到達距離の最大は射

出角63度付近にあり、Steinberg (1975) の理論式に整合している（図2.12B）。A、Bの図の破線は、

Vmax = 180 m/s としたときの理論曲線（(2.2)式及び(2.3)式）であり、分布の上限とよく一致する。こ

のことは、昭和火口では最大射出速度は180 m/s を上限とする爆発を繰り返し、(2.2)式に示した射出

角に依存する射出速度（Steinberg, 1975）で大きな噴石が放出されていることを意味する。 

以上から、前述した手順で求めた最大射出速度を用いて、最大到達距離を予測する考え方は適切であ

ることがわかった。図 2.13 は、最大射出速度 2 乗Vmax2と最大到達距離Dm の分布を示したものであ

る。実線は、着弾点の高低差を考慮した(2.7)式による最大到達距離の計算値を示す。ここでは、標高

差h は650m に固定している。Vmax2を知ることでDm の予測が可能であることを示した。 

 

 

（５）大きな噴石の到達距離の空振による推定 

 

第３節で示したとおり、大きな噴石の最大到達距離の予測は Vmax2 を知ることで可能であり、Vmax2

は爆発に伴う気圧変動を観測することで推定できる可能性がある。井口・他(2010)は、南岳山頂火口

の爆発に伴う空振の振幅と大きな噴石の到達距離の間に正の相関が見られることを示した（図 2.14）。

このように、最大到達距離の推定には空振振幅を活用することが有効であることが示されている。井

口・他(2010)では、南岳山頂火口の西 2.7km のハルタ山（図 2.8）のデータを用いて、空振の振幅と

到達距離の関係を指摘した。このような調査から導かれる、空振振幅から最大到達距離を推定する関係

には、複数の観測点におけるデータを用いることによりいっそう適切になるものと考えられる。 

気象庁では、1990 年代から活動的な火山周辺に空振計を設置し、噴火現象の検知のため空振観測を

している（Yamasato、2007）。活動的な火山である桜島や浅間山等の火山では、空振計を導入する以

前より、気象台や測候所において気象観測用として運用されてきたアネロイド型自記気圧計（気象庁、

1971）等により爆発時の気圧変動量が記録されている。本検討では、主に現在活動中の桜島昭和火口
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の爆発を中心に取り扱うが、これ以外の期間や他の火山においても、アネロイド型自記気圧計の記録と

して残されているデータも活用したい。しかし、アネロイド型自記気圧計の運用は1988年度に終了し

ており、現在各火山で運用されている空振計と比較観測を実施し振幅値が整合しているかの確認ができ

ていない。一方、桜島では、京都大学防災研究所がハルタ山において1960年に志田式微気圧計による

観測を開始しており、現在も継続している。1960～1980年代の南岳山頂火口の爆発が活発であった時

期には、大きな噴石の到達距離や空振は京都大学を中心に多数観測されている（例えば、Iguchi、1988）。

そこで、本検討では気象庁等の空振観測点と京都大学のハルタ山観測点を用いて到達距離推定手法の検

討を行うにあたり、過去データの活用の可能性を考慮してハルタ山を参照観測点として取り扱うことと

した。 

最大到達距離を予測するにはVmax2を推定する必要があるが、Vmax2を推定するためには(2.11)式に示

す換算係数k を推定する必要がある。 

 

݇ ൌ 	
ೌೣ

మ


        ( 2.14 ) 

 

k を推定できれば、(2.6)、(2.7)式は、Pnを用いて表現できる。 

 

ܦ ൌ 	݇	ଵܥ	2 ܲ	       ( 2.15 ) 

ܦ ൌ ൬1  ට1 
మ	

ౣ ౮
మ൰	ܥଵ	݇	 ܲ		      ( 2.16 ) 

 

最大到達距離と最大射出速度が見積もられた昭和火口の 148 の爆発のうち、参照観測点であるハル

タ山の微気圧計で空振の記録がある 73 事例について、k の頻度分布を示したものが図 2.15A である。

Pn は微気圧計が火口から 1km の場所にあり距離の-1 乗の減衰をしたと仮定したときの規格化振幅

値である．ハルタ山におけるk の頻度分布の中央値は149.1である。また、図2.15B-Fは５つの空振

観測点におけるk の頻度分布であり、それらの中央値は52～211となった。このように、最も大きい

k と最も小さいk では約4 倍の違いがあった。k が大きい観測点ほど、爆発時の最大射出速度に比べ、

相対的に空振振幅が小さいことを示す。このように観測点によって空振振幅の大きさにばらつきがある

ため補正を施す必要がある。 

爆発に伴う初期圧力変化が等方的であり、また圧力変動の伝搬も地形や上空の風に影響されず等方的

であり、その距離減衰も一様であるとすれば、すべての観測点のkは理論的には同じになるはずだが、

実際にはこのような理想的な環境にはなく、観測点毎に係数が異なる。そこで、すべての観測点につい

て、頻度分布の中央値が参照観測点のハルタ山の中央値 149.1 に一致するよう、ハルタ山の k の頻度

分布の中央値km 0 とハルタ山以外の観測点のkの頻度分布の中央値km iにより、 

 

ߙ ൌ 	݇݉ ݇݉⁄ 	, ݇݉ ൌ 149.1      ( 2.17 ) 

 

として補正係数αiを表す（以下、i = 0 はハルタ山観測点、それ以外の i はハルタ山以外の５つの空振

観測点とする）と、 
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݇݉	/	ߙ ൌ 	݇݉ଵ	/	ߙଵ ൌ 	݇݉ଶ	/	ߙଶ ൌ 	݇݉ଷ	/	ߙଷ ൌ 	݇݉ସ	/	ߙସ ൌ 	݇݉ହ	/	ߙହ ( 2.18 ) 

 

ここで、α0 は1.0である。これらの補正係数αiから、各観測点の補正空振振幅 Pn'i は、 

 

ܲ݊′ ൌ          ( 2.19 )	ܲ݊	ߙ

 

と表される。補正空振振幅 Pn'i から作成し直した頻度分布が図2.16である。 

以上、観測点毎に補正したkすべての頻度分布を図2.17に示す。なお、いずれの観測点においても

k が極めて大きい値をとる場合があり、ハルタ山、横山、あみだ川では 500 以上、瀬戸、東郡元、有

村では200以上の場合は除外した。 

図2.18に観測点毎に求めたαiで補正したPn' からVmax2を見積もり、最大到達距離Dm との関係を

示した。観測点毎の分布に違いが見られる。そこで平均化処理をする。すべての観測点数で平均化した

空振振幅 ܲ  は以下のとおり表される。 

 

ܲ ൌ ∑ܲ݊′ ܰ⁄ 	       ( 2.20 ) 

 

N は観測点数を示す。桜島昭和火口の爆発について、この ܲ  によりVmax2を見積もって到達距離との

関係をプロットした結果が図 2.19A に示す。平均化することにより、分布のばらつきが小さくなる。

図 2.19B は図 2.13 の再掲で、比較のため爆発映像からをVmax2見積もり、到達距離との関係を示した

ものである。 

図2.19Aの赤い線は最大到達距離 (2.7) 式でh = 650とした計算値である。また、(2.16)式のk Pn

をkm0・ܲ݊′ に置き換えると、 

 

ܦ ൌ ൬1  ට1 
మ	

	బ	
൰	ܥଵ݇݉ 	 ∙ ܲ’		     ( 2.21 ) 

 

となる。以後、これを最大到達距離予測式とよぶ。ここで km0 は 149.1 である。なお、各観測点の   

km iの頻度分布の標準偏差を誤差範囲とした場合に計算される、（ 2.21 ）におけるkm 0の誤差範囲は

±35.1となる。 

図2.19に、図2.14に示した1960年代から1980年代の山頂火口からの爆発（井口・他、2010）を

加えたものが図 2.20 である。山頂火口の爆発は現在の昭和火口の爆発の規模より大きいものの、昭和

火口の爆発の結果と同様、到達距離の分布の上限は計算で求められた最大到達距離予測式のラインより

ほぼ下側に分布している。実際には昭和火口の爆発により推定された計算式を山頂火口の爆発に無条件

で適用してよいかどうかは検討の余地があるものの、この式は山頂火口からのより大きな規模の爆発に

対しても有効であることを示している。なお、最大到達距離予測式のラインよりも明らかに外れて分布

する爆発が２例あった（2012/1/30 18:28及び2012/7/7 05:31の爆発）。この２例について空振波形の

特徴や観測点による振幅比等を確認したが、この他の一般的な爆発事例と比べて特別な差異はみられな

かった。このように稀にではあるが、空振振幅が小さいにもかかわらず予測よりも到達距離が伸びる爆

発事例があることを充分に認識するとともに、該当事例の精査が必要である。 

山頂火口の爆発では、Vmax2の分布に対して最大到達距離の上限が3.3km程度で頭打ちになっている。
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最大射出速度Vmaxは250～370 m/s の範囲に分布する。なお、図に示した山頂火口の爆発は、ハルタ

山微気圧計の記録のみからVmax2を見積もって示したものである。 

 

 

（６）過去の噴火事例への適用 

 

気象庁が、火山近傍の気象台や測候所において、気象観測用として運用してきたアネロイド型自記気

圧計（気象庁、1971）等では火山が噴火した時の気圧変動量が観測されており、爆発力の記録として

火山観測原簿等に記載されている。しかし、火山観測用測器として作成された気圧計ではないため、爆

発に伴う短周期の振動に対して特性が補償されているとは限らない。アネロイド型自記気圧計とは、気

圧の変化に対応してベローズが伸縮することで気圧変動を自記円筒時計（ドラム）の記録紙にインクで

記録する機械式の相対気圧計である。周期の長い気圧変動の記録を前提にしており、周波数特性は知ら

れていない。 

しかし、気象庁では、桜島以外にも過去に爆発が発生しアネロイド型自記気圧計で記録されている場

合があり、これらの資料についても予測手法が適用可能かを確認するために、爆発が頻発している桜島

の瀬戸観測点において、空振計との比較観測を実施した（図2.21）。気圧計はアネロイド自記気圧計（気

象庁自記気圧計 PA-1D）を気象庁測器検定試験センターから借用し、鹿児島地方気象台の協力を得て

2013年3月から観測を行った。 

図2.22に、瀬戸観測点の空振計とアネロイド型自記気圧計で記録された空振の振幅をプロットした。

2013 年3月21 日～2013年6月13日に発生した桜島昭和火口の爆発のうち、アネロイド型自記気圧

計で50Pa 以上を記録した爆発は31回であった。観測期間で記録された爆発による空振振幅の最大は

230Paであったが、それ以下の空振の記録では、比例係数がほぼ1.0となり、この範囲ではアネロイド

型自記気圧計による爆発の空振振幅は現用の空振計による振幅と同様に扱っても差し支えないことが

確認された。 

桜島以外の火山において、爆発に伴う空振振幅記録と大きな噴石の到達距離もともに確認されている

事例について、資料の収集を行った。その結果、十勝岳、浅間山、阿蘇山及び霧島山新燃岳の資料で該

当する事例が確認でき、新たな 15 事例のVmax2を見積もることができた（表 2.2）。これらを追記した

分布図を図 2.23 に示す。Vmax2 とPn の関係を示す、基準点における k の頻度分布の中央値 km0 は、

本来は爆発事例をもとに画像解析等から個々の火山の観測点において見積もる必要があるが、そのよう

なデータの蓄積はないため、ここではすべての火山で、桜島で用いた 149.1 を使用している。また、

気圧変動の観測点もほとんどは１点しか存在していなかったため、複数観測点の平均化処理は行われて

いない。なお、これまでは空振振幅の規格化距離を1kmとしてきたが、実際の火山において火口から

1kmの距離でモニタリングしている事例は少ないので、より現実的な5kmとして P n = 5kmで示した。

振幅の減衰は距離の -1乗に比例すれば、最大到達距離予測式（ 2.21 ）式は以下のとおりとなる。 

 

ܦ ൌ ൬1  ට1 
మ	

బ	సఱೖ	
൰	ܥଵ ∙ ݇݉ 	 ∙ 5 ∙ ܲୀହ		   ( 2.22 ) 

 

また、最大到達距離予測式の曲線は落下距離 h に支配され、落下距離が大きいほど予測到達距離も

伸びるが、その影響はそれほど大きくない。たとえば落下距離の差が、1000m（浅間山を想定）と650m
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（桜島昭和火口を想定）を比較すると、Vmax2 が50,000付近（到達距離で3000m付近）では、落下距

離 1000m の予測到達距離は落下距離 650m の予測到達距離と比べて、4%大きくなるに過ぎない。そ

こで、概算の最大到達距離予測式は線形であるとした。この場合、最大到達距離は5kmに規格化した

空振振幅に約44を乗じた距離で与えられる。なお、誤差範囲は44±10となる。 

 

ܦ ൎ 44 ∙ ܲୀହ		       ( 2.23 ) 

 

桜島以外の火山の火口の爆発についても、最大射出速度の2乗から見積もった最大到達距離の分布は

予測の圏内に含まれていることが明らかになった。国内でこれまで観測された主な爆発については、お

おむねこの予測ラインの下側に分布する。このことは、観測された空振振幅から、最も遠くまで到達す

る大きな噴石の到達距離を予測することが可能であることを意味する。 

例えば、火口から 5km の空振計において 50Pa を観測した場合の予測式による最大到達距離は

2200mとなる。また、100Paを観測した場合には4400mとなる。5kmにおいて100Paを観測するこ

とはまれではないが、その場合に大きな噴石が4400mまで達したという記録は残されていない。空振

振幅が100Pa程度よりも大きい範囲ではさらに事例収集して、手法の高度化を検討する必要がある。 

適用範囲について考える。1.5km 程度までの距離では予測ラインを上まわる事例が桜島昭和火口の

爆発であるため、明らかな適用範囲は1.5km以上と言える。また、4kmを超えた爆発で空振観測され

た事例は１例しかないため、4kmを超える範囲は今後検討が必要な領域である。 

 

 

（７）今後の課題 

 

大きな噴石の到達距離を、空振データから予測する手法を検討した。桜島昭和火口の爆発を調査する

ことで、最大到達距離の予測式を導出し、桜島以外の火山でもおおむね適用可能であることを確認した。 

本手法はブルカノ式噴火を頻繁に繰り返している桜島では適用できる段階にきていることを示した

が、最大到達距離を予測する式は火山毎に異なる可能性もあり、またこの式を求めるための観測点補正

係数も観測点毎に異なることから、精緻な予測式は火山毎に作成されるべきである。そのためには、多

数の爆発に伴う空振観測データの他、爆発映像から求めた射出速度や到達距離などから推定を行う作業

が必要である。しかしながら、桜島を除いてそのようなデータ蓄積のある火山は他にはない。そのため、

他の火山で用いる場合は、当面は本検討で求められた予測式を適用することになる。 

また、より大きな空振の場合の到達距離を検討する必要がある。図 2.23 の最大到達距離予測図に印

された爆発事例の分布を見ると、到達距離が3000m以上となる飛距離の大きい噴石では、規格化空振

振幅（ ܲ ୀହ ）は50 ～ 300 Pa 以上の広い範囲に分布する。これは空振振幅が大きい範囲では到

達距離の頭打ち現象が起きている可能性も考えられる。特に浅間山 1958 年噴火の噴石では、 ܲが

693Pa（観測値は 7.7km 地点で 450Pa）と極めて大きい。この値を用いて今回の方法で最大到達距離

を予測すると 30km という現実的でない値となる。この爆発では、強烈な空振により軽井沢町の広い

範囲でガラス戸、戸障子や壁等の建物被害があり、ガラスの破損枚数は28,154枚と報告があるように

（気象庁、1958）、空振の振幅は疑いなく大きかったものと考えられる。このように、ある程度以上の

規模の爆発では、噴石を射出するメカニズムが異なっていたり、噴石の射出角が直上方向に近い角度に

限られていたりすること考えられる。これまでの観測事実から、到達距離が4kmを超える大きな噴石
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はまれであることから、当面は最大到達距離が4～4.5km程度まで適用可能と考える。 

本手法は、悪天候等により目視やカメラで爆発の様子を監視できない場合においても、可能な限り早

い段階で大きな噴石が飛散している可能性がある範囲を、火口からの距離で把握することを目的として

検討した。必ずしも、爆発を検知し放出された噴石が落下・着弾するまでの間に到達距離を予測するこ

とを目的に検討したものではないが、試みに一つの事例について、地震および空振の観測データと噴石

の到達時刻の時間的な推移について確認をおこなった。図2.24は、図2.11で示した、2012年3月12

日の昭和火口の爆発（最大到達距離1.9km）について、噴石の時間軌跡、及び火口から西4.1kmの瀬

戸観測点（図2.8）における地震と空振の時系列図を示したものである。爆発は15時07分17秒に発

生し、多数の噴石を放出した。噴石は火口に近い場所から着弾し始め、火口から最も遠い場所まで達し

たのは（火口から 1.9km）、爆発の 30 秒後の 15 時 07 分 47 秒であった。瀬戸における地震データの

初動は爆発の1秒後の15時07分47秒、空振データの初動は爆発の11秒後の15時07分28秒であ

った。この事例においては、爆発に伴う空振は、最も遠方に達した噴石の着弾時刻よりも19秒早く観

測できており、即時的な予測情報としての可能性が考えられる。 

大きな噴石の到達距離と、地震動及び空振の初動時刻から着弾時刻までの時間の関係について簡単な

調査を行った。図2.25は、2012年1～9月に桜島昭和火口で発生した15の爆発に対して、地震動（A）

と空振（B）の結果を示したものである。当期間で記録した最大到達距離の 2km までの範囲内では、

到達距離に対する初動から着弾までの時間の分布を見ると、地震動においても空振においても下限のラ

インが存在するように見られる。 

このように到達距離だけでなく、着弾時刻も考慮した予測手法の検討は防災上重要な情報であること

から、将来的に検討を進める必要がある。 
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表2.1 カメラの位置と仕様等 

早崎カメラ 海潟カメラ 

昭和火口からの距離（km） 4.9 5.9 

緯度（度） 31.5563 31.5392 

経度（度） 130.7086 130.7055 

標高（m） 90 10 

仕様 可視（高感度）／赤外 可視（高感度） 

フレームレート(fps) 30 30 

管理 九州地方整備局 九州地方整備局 

 

 

 

表2.2 桜島以外の火山で大きな噴石が確認された記録 

爆発に伴う空振振幅記録とともに、大きな噴石の到達距離も確認された事例。 

 

 

火山名 日時
火口からの
飛距離(km)

空振振幅(Pa)
火口から観測点
までの距離(km)

測器 文献

新燃岳 2011/2/1 3.20 647.7 2.6 気象庁空振計 Maeno et al. ., 2013

浅間山 1938/6/7 4.50 110 7.7 アネロイド型自記気圧計 Minakami, 1942、気象庁, 1938

1958/11/10 3.65 450 7.7 アネロイド型自記気圧計 気象庁，1958

1959/4/14 3.60 165 7.7 アネロイド型自記気圧計 軽井沢測候所，1959

1959/6/25 2.70 80 7.7 アネロイド型自記気圧計 軽井沢測候所，1959

1961/8/18 2.00 240 7.7 アネロイド型自記気圧計 軽井沢測候所，1961

1973/2/1 2.50 205 7.7 アネロイド型自記気圧計 下鶴他，1975

1983/4/8 2.30 70 7.7 アネロイド型自記気圧計 軽井沢測候所，1983

2004/9/1 2.40 289.9 7.7 気象庁空振計 気象庁，2005

阿蘇山 1958/6/24 1.00 240 1.3 アネロイド型自記気圧計 気象庁観測部地震課，1958

1979/9/6 1.20 50 1.3 アネロイド型自記気圧計 熊本地方気象台・阿蘇山測候所，1979

十勝岳 1988/12/25 0.60 49.5 2.0 北海道大学空振計 Okada et al. , 1990

1989/1/8 0.69 47.0 2.0 北海道大学空振計 Okada et al. , 1990

1989/1/20 0.68 187.5 2.0 北海道大学空振計 Okada et al. , 1990

1989/2/8 0.74 44.5 2.0 北海道大学空振計 Okada et al. , 1990
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図2.3 空気抵抗を考慮した場合の大きな噴石の到達距離 

 空気抵抗を考慮した場合（ここでは抵抗係数 1.0 とした）、空気抵抗を考慮しない場合とどの程度異なるかを質

量の違いにより示した。質量100kg程度の場合には、距離は90%程度となる。噴石が球体であり密度が2500kg/m3

としたときの直径も参考までに示した。 

 

 

 

図2.4 放出された大きな噴石の射出速度、射出角、到達距離（射出点と落下点に高低差がない場合） 
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図2.5 放出された噴石の射出角と到達距離の関係 

A：射出速度に射出角依存性がない場合。最大到達距離は射出角45°の時。B：射出速度にSteinberg (1975) の

射出角依存性がある場合。最大到達距離は射出角63.4°の時。 

 

 

 

図2.6 放出された大きな噴石の射出速度、射出角、到達距離（射出点と落下点に高低差hがある場合） 
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図2.11 噴石の弾道軌跡を推定した事例 

2012年3月12日15:07の爆発に伴い放出された37の弾道軌跡。最大到達距離は1.9kmに達した。 

 

 
図2.12 解析した全噴石の射出角、射出速度、到達距離の関係（148爆発の364の噴石） 

A：射出角に対する射出速度の分布。B：射出角に対する到達距離の分布。いずれの分布の上限も、Vmaxが 180m/s 

の理論曲線に一致する。 
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図2.13 最大射出速度2乗Vmax2と最大到達距離Dm の分布（148爆発の最大到達の噴石） 

実線は、射出点と落下点の高低差を考慮した(2.7)式による最大到達距離の計算値を示す。h は650m。 

 

 
図2.14 桜島の爆発に伴う大きな噴石の到達距離と空振振幅の関係（井口・他（2010）のFig.5を引用）。黒丸と

赤丸はそれぞれ南岳山頂火口と昭和火口で発生した爆発を表す。 
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図2.15 各観測点のVmax2/Pn ( = k)の頻度分布 

A：ハルタ山の微気圧計。B-F：気象庁の空振観測点。k の中央値は、観測点により最大約４倍の違いがある。 

 

 

図2.16 基準点ハルタ山の中央値に統一させた、各観測点のVmax2/Pn’  ( = k )の頻度分布 

ハルタ山の頻度分布の中央値149.1に各観測点の中央値が一致するように、補正した振幅で作成。 
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図2.17 全観測点の総和による Vmax2/ ܲ	( = k )の頻度分布 

 

 

図2.18 観測点補正した空振振幅から推定した観測点毎のVmax2 、Pn’とDm の関係 

図中の赤線は、最大到達距離の計算値を表す。 
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図2.19 空振データよりVmax2を見積もって到達距離との関係を示した図（A）。爆発映像からVmax2を見積もって

到達距離との関係を示した図（B）。 

 

 

図2.20 桜島昭和火口および桜島山頂火口の爆発で推定されたVmax2のとDm の関係 

到達距離の分布の上限は計算で求められた最大到達距離のラインよりほぼ下側に分布。 
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図2.23 桜島以外の火山も加えたVmax2とDm の関係（空振振幅の規格化距離は5km） 

この場合、最大到達距離の上限ラインは、空振振幅[Pa ]に44を乗じた距離（m）にほぼ等しい。到達距離の分布

の上限は計算で求められた最大到達距離のラインより下側に分布する。 
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図2.24 大きな噴石の時間軌跡、及び地震と空振の時系列図の一例 

2012 年3月12 日の昭和火口の爆発（最大到達距離1.9km）。地震と空振記録は、火口から東4.1km の瀬

戸観測点（図2.8）。最大到達距離の噴石が落下する19秒前に空振を記録。 

 

 

図2.25 大きな噴石の到達距離と、地震及び空振初動から着弾までの時間の関係 

桜島昭和火口の爆発（2012 年 1～9 月）に伴う大きな噴石の到達距離と、地震動の初動時刻から着弾時刻

までの時間（A）、及び空振の初動時刻から着弾時刻までの時間（B）の関係。観測点は瀬戸。 
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３．風の影響を受ける小さな噴石の落下範囲の予測手法の検討 

 

（１）小さな噴石の落下による被害 

 

小さな噴石（火山礫）は、噴煙が高く風速が強いときは遠方まで輸送され、大きさが数10 mmの火

山礫でも火口から10数km離れたところまで落下して被害が発生することがある。火山礫の到達範囲

について歴史的には、高層気象観測データを用いた研究がある（例えば、井口・加茂（1984））。近年

の火山礫の落下による被害として、桜島噴火に伴う1990年以降の主な事例を表3.1に、霧島山（新燃

岳）の 2011 年噴火の事例を表 3.2 に示す。新燃岳では、気象庁（2011）によると、1 月 26～27 日準

プリニー式噴火時は北西の季節風により火口から南東方向約3 km地点に大きさ70～80 mm、約7 km

地点に40～60 mm程度の火山礫が大量の火山灰とともに落下し、2月14日ブルカノ式噴火では、気

圧の谷に伴う南西風により火口の北東方向約7～16 km地点に5～50 mm程度の火山礫が時間雨量2 

mm 程度の降水とともに落下した（図 3.1(b)）。また落下した火山礫の種類は、1 月の準プリニー式噴

火時は密度の低い軽石が主体であったのに対し、2月以降のブルカノ式噴火では比較的密度の高い溶岩

片に変化したことが確認されている（図3.1(a)）。 

 

（２）移流拡散モデルによる予測 

 

大きさが数10 mmオーダーの火山礫の大気中での運動は、空気抵抗を無視できず終端速度で落下す

ることから、火山灰と同様に移流拡散モデルによる予測の対象となりうる。そこで、気象庁領域移流拡

散モデル（JMA-RATM）を用いて、火山灰と同様に火山礫の落下も同時に予測することを考える。計

算の流れを図 3.2 に示す。RATM は予測対象とする物質に応じて、適切な初期値や予め計算された数

値予報格子点値（GPV）を入力値とし、移流・拡散・落下など諸過程のパラメータを設定することに

より、種々の物質の大気輸送を速やかに計算できるオフラインのラグランジュモデルである。火山灰を

対象とするRATM（新堀・他、2010）は、気象庁の降灰予報業務や東京航空路火山灰情報センター（VAAC）

の定時拡散・降灰予測図作成のために運用されている。この火山灰の輸送を予測するRATMにおいて、

火山礫の落下も同時に予測する方法を図3.3に示す。火山灰の輸送予測では元々、降灰量の予測を行う

ために初期値の噴煙柱モデルにおいて噴煙の高さܪと噴火の継続時間ܶから推定した噴出物総質量を対

象粒子（トレーサー）に仮想質量として分配するが、RATM ではトレーサーの仮想質量は参照せず粒

径1ܦに基づいて計算しているため、落下したトレーサーの粒径から最大粒径や最大長径の分布予測も

行うことが可能である。移流・拡散過程は基本的に新堀・他（2010）と共通なので、以下では火山礫

を対象とする場合に特徴的なRATMの初期値（噴煙柱モデル）における粒径分布と粒子供給率、RATM

の落下過程における密度や形状の設定と落下速度について記述する。 

 

初期値（噴煙柱モデル） 

火山灰・礫を対象とする RATM の初期値は現在、降灰予報で用いている Suzuki（1983）およびこ

れに基づく国土庁防災局（1992）の噴煙柱モデルに依拠している。噴煙柱モデルの概念図を図 3.4 に

                                                  
1 本報告書では、一つの火山灰・礫に対してその慣性主軸の径をܽ, ܾ, ܿ（ܽ  ܾ  	ܿ）と表すとき、長軸の

径ܽを長径と呼び、粒径ܦは３軸の平均ሺܽ  ܾ  ܿሻ 3⁄ で定義する。複数の火山灰・礫の集合において、粒

径あるいは長径の最大値をそれぞれ最大粒径、最大長径と呼ぶ。 
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示す。火山灰・礫の粒径分布は、対数正規分布： 

 

݂ሺܦሻൌ
1

ඥ2ߪߨ
ଶ
exp ቈെ

logଶ ሺD Dm⁄ ሻ

ߪ2
2  (3.1)

 

にしたがうと仮定する。ここでܦ୫は中央粒径、ߪは対数粒径の標準偏差であり、火山礫の落下予測で

も降灰予報と同様に新堀・他（2010）によりܦ୫=0.25 mm、ߪ=1.0を用い、粒径は上限96 mmと下

限0.65 μmとした（図3.5）。 

粒径ܦの火山灰・礫が噴煙柱の高度ݖから離脱する確率は、Suzuki (1983)の粒子供給率関数： 

 
ܲሺܦ, ሻݖ ൌ ,ܦሺܻܣ ሻ݁ିሺ,௭ሻ (3.2)ݖ

 

で与える。ここで、ܻሺܦ, ሻݖ ≡ ߚ ሾܹሺݖሻ െ ܸሺܦሻሿ ܸሺܦሻ⁄ は火口上の高さݖ [km] における噴煙の上昇

速度： 

 

ܹሺݖሻ ൌ ܹ ቀ1 െ
ݖ
ܪ
ቁ (3.3)

 

を火口標高における火山灰・礫の落下速度（後述の(3.5)式）の大きさ ܸで無次元化した上昇速度、

ܹ	ሾm	sିଵሿ ൌ ඥܪ	ሾkmሿ/2.2 ൈ 10ିସは火口における初速度、ߚはどの高度から放出され易いかを決め

る離脱定数、ܣは規格化定数である。（3.2）式は噴煙の上昇速度と火山灰・礫の落下速度の差に関する

指数分布の形をしており、噴煙柱モデルのある高度において、噴煙の上昇速度より大きな落下速度をも

つ火山礫はその高度より上からは離脱できないことを意味する（後述の図3.24(a)参照）。火山礫の落下

予測における離脱定数ߚは鬼澤・他（2013）により求められた0.017を用いる。粒径ごとの粒子供給率

の例を図3.6に示す。また、水平方向の噴煙柱からの離脱位置は高さに依存する逆円錐形： 

 
ሻݖሺݎ ൌ z (3.4)ܭ

 

を仮定しており、その傾きܭ（エントレインメント係数）は鈴木（1990）より0.198を用いている。 

 

入力値（数値予報GPV） 

降灰予報では現在、気象庁非静力学モデル（JMA-NHM; Saito, 2012）の一つであるメソ数値予報モ

デル（MSM）の数値予報 GPV を入力値に用いている。落下速度が火山灰より大きい火山礫を対象と

する RATM では、同じく NHM で空間分解能のより高い局地モデル（LFM）の予報値を入力し、タ

イムステップを3 minから1 minに短くして計算する。MSMとLFMの主な違いについては、表3.3

を参照されたい。 

 

落下過程 

火山礫の落下速度は終端速度を仮定する。低レイノルズ数ではストークスの抵抗法則に従う球形粒子

の例を図3.7 に示す。RATM では、火山灰・礫の形状を考慮した空気の抵抗係数（Suzuki, 1983）を

用いた終端速度： 
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ܸሺܦ, ሻݖ ൌ
ଶܦ୮݃ߩ

.ଷଶିܨୟߟ9  ට81ߟୟଶିܨ.ସ  ሺ3 2⁄ ሻߩୟߩ୮݃ܦଷ√1.07 െ ܨ
 (3.5)

 

に従うとする（後述の図3.24参照）。ただし、ߩୟ, ,୮ߩ、は空気の密度と粘性率	ୟߟ は火山灰・礫ܨ

の密度と形状因子である。ߩୟ, ୮は火山灰・礫の比密度に関ߩ。ୟは数値予報GPVから算出するߟ

する実験式（鈴木, 1990）から、 

 

ሻܦ୮ሺߩ ൌ
480  ܦ୮୫ߩ

0.2  ܦ
ሾkg/mଷሿ (3.6)

 

を用いる（ܦの単位はmm、後述の図3.19参照）。ߩ୮୫は粒径数10 mmの火山礫の想定密度であ

る。またܨは、ܽを長径とする火山灰・礫の慣性主軸の径ܽ, ܾ, ܿを用いて（図3.8）、 

 

ܨ ≡
ܾ  ܿ
2ܽ

 (3.7)

 

で定義する（Wilson and Huang, 1979; Bonadonna et al., 2011）。このとき、粒径の定義 

 

ܦ ≡
ܽ  ܾ  ܿ

3
 (3.8)

 

を用いると、長径ܽとの間には次の１：１対応がある： 

 

ܽ ൌ
ܦ3

1  ܨ2
 (3.9)

 

ある粒径に対して、想定する形状因子により長径が変化することに注意する。火山灰・礫の

慣性主軸の３軸（以下、３軸）の平均で定義される粒径ܦは上述のように計算上有効であるが、

防災上は即時的な測定のためにも長径ܽの表現が有効であり、以下の検証ではܽも用いる。 

残るパラメータߩ୮୫とܨの観測値に基づく設定については次項で記述する。 

 

（３）小さな噴石の密度・形状の違いによる検証 

 

降灰予報で運用しているRATMでは、国土庁防災局（1992）に基づき、（3.7）式で特徴づけた火山

礫の形状は（3.6）、2/3=ܨ式に現れる密度は軽石を想定したߩ୮୫=1000 kg/m3を使用していた（新

堀・他、2010）。まず形状について、2011 年 1 月 26～27 日新燃岳噴火に伴い東京大学地震

研究所（Nakada et al., 2013; Maeno et al., 2013）により観測された火山礫（図 3.9）の３軸

の径から求めたܨを図 3.10(a)に、産業技術総合研究所（古川・他、2011；及川・他、2011）

により観測された 2 月 14 日噴火も含むܨの観測値を図 3.10(b)に、両観測値から求めた粒径別
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のܨを図 3.10(c)に示す。噴火イベントごとの差は平均値では小さく 0.61～0.63 の値を取り、

元の RATM で使用していた 2/3≒0.67 に近い観測結果であったが、同一イベント内でのばら

つきは大きく 0.33～1.00 の値が観測された。RATM における終端速度（3.5）式は、ܨが小さ

いほど火山礫に働く空気抵抗が大きくなり、風の影響があるときはより遠方まで輸送されて

落下する。そこで、観測されたܨの最小値 0.33≒1/3 の使用を比較検討した。 

RATM の比較実験は、2 月 14 日 05 時 07 分に発生したブルカノ式噴火で火山礫の落下被害

が発生した事例で行った。この時間帯、九州地方には気圧の谷があり（図 3.11）、標高 1421 m

の新燃岳上空海抜 5 km では風速約 30 m/s、海抜 9 km では 60 m/s 以上の南西風が卓越する

気象場にあったため（図 3.12）、図 3.1 で見たように火口の北東方向に火山礫が落下して被害

が発生した。初期値の噴煙柱モデルにおける噴煙の高さは、図 3.13 に示す気象庁レーダー観

測網による噴煙エコー頂海抜 9.4 km に基づき7979=ܪ m、噴火の継続時間ܶ=10 minに設定し、

250,000のトレーサーを用いて計算を行った（図3.5, 3.6）。ただし、（3.2）式で粒子供給率を求めると

き火口標高における火山灰・礫の終端速度で使用する形状因子と密度は、RATM による大気中の輸送

計算におけるこれらのパラメータの影響を調べるため、噴煙柱モデルでは、2/3=ܨ	ߩ୮୫=1000 kg/m3に

固定し同一の初期条件の下で検証した。入力値には、13日18 UTC（日本時間14日03時）を初期時

刻とするLFMの2～3時間予報値を用いた。RATMにおいて、2/3=ܨと1/3の場合に、噴火発生から

約1時間後の14日06時までに各地点で予想された降下火山礫の最大長径の予測結果を図3.14, 15に

示す。元の2/3=ܨの場合（図3.14）、火口から約16 km地点で観測された火山礫の長径は5 mm程度

に対し予測では2～4 mm、約9 km地点で50 mmの観測に対し16～32 mmの予測過小であった。

1/3とした場合は（図3.15）、それぞれの予測は4～8 mm、32～64 mmと改善した。各落下地点で=ܨ

観測された火山礫とその地点のまわりで予測した最大長径を比較した結果を図 3.16 に示す。形状因子

を小さく修正した予測値（図3.16の赤色の●）の方が、修正前（図3.16の灰色の●）に比べて観測値

との差が小さくなった。また観測された長径ごとに、RATM におけるトレーサーの高度と風下への輸

送距離および噴火開始から落下するまでの経過時間の関係を図3.17, 18に示す。例えば長径40 mmの

火山礫（図3.8）は、火口から約14 km地点で観測されたが、2/3=ܨのときは火口から最長約11 km

までしか達しなかったのに対し（図3.17の灰線）、	1/3=ܨのときは風下14 km以上輸送されうること

を予測しており（図3.17の青色の×）、モデルから推定される落下開始高度は噴煙柱頂部の海抜約8 km

（火口上約6400 m）に起源があること（図3.17の青色の○）、噴火開始からの落下時間は噴煙柱内を

上昇するのに約6.5分、噴煙柱を離脱してから地表面に落下するまでに約8.5 分かかると予想された（図

3.18の青矢印）。 

次に火山礫の密度の違いが予測結果に与える影響について検証する。密度の観測値について、産業

技術総合研究所（古川・他、2011；及川・他、2011）により径が計測された火山礫（図 3.10(b)）

のうち、密度が併せて計測されたものについてその結果を図 3.19 に示す。図 3.1 で見たよう

に、1 月 26～27 日噴火では平均約 1100 kg/m3が観測されたのに対し、2月14日噴火では1月26

～27 日よりばらつきが大きく平均約 2000 kg/m3の高い密度の火山礫が観測された。RATM で用い

る火山灰・礫の密度は（3.6）式にしたがい粒径の関数としてߩ୮୫ ൏ ሻܦ୮ሺߩ ൏2400 kg/m3 の範囲を取

り、同一粒径では密度が大きくなるほど火山礫に働く重力も大きくなり落下時間が早くなる。そこで2

月14日噴火の事例について、RATMで想定する火山礫の形状は先の検証結果に基づき1/3=ܨに固定し

たまま、火山礫の密度ߩ୮୫を現行の 1000 kg/m3（図 3.19 の赤線）から 2000 kg/m3（図 3.19 の

緑線）に変更した予測結果を図 3.16 および図 3.20-22 に示す。形状因子を1/3=ܨ に小さく設
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定することにより改善した予測結果（図 3.15）は、観測値に基づき火山礫の密度を重く設定

することにより、特に長径の大きい火山礫の落下予測に見逃しが生じる（図 3.21 のܽ≧40 mm）。 

見逃しの原因の一つとして、噴煙柱モデルにおける風の影響が挙げられる。火山礫の落下

により火口から遠方でも被害が発生する強風下では、噴火時の噴煙柱も火口の風下側に傾い

て形成されるが、現在の RATM の初期値に使用している噴煙柱モデルにはこの風の影響が考

慮されていない。風の影響による噴煙柱の傾きを大まかに見積もるために、その傾きは水平

風と噴煙の上昇速度のベクトル和で与えられると仮定し、図 3.12 に示した数値予報 GPV を

噴火発生時刻に内挿した水平風と（3.3）式で与えられる上昇速度を用いて試算した結果を図

3.23 に示す。図 3.17 で海抜約 8 km に起源のあった長径 40 mm の火山礫は、逆円錐形の噴

煙柱モデルでは（3.4）式より最も離れたところで火口から約 1.3 km のところからの離脱に

留まるが、図 3.23(b)の試算によればこの高度に達するまでに風によって約 2.5 km 先まで運

ばれており、この差異が図 3.21 に見られる見逃しの一因と考えられる。 

火山礫の形状因子と密度が落下予測に与える影響について、粒径ܦの観点から RATM におけるトレ

ーサーの終端速度を比較したグラフを図 3.24 に示す。終端速度のオーダーは火山礫の形状を考慮しな

い球形の場合（図3.7）と同じであり、同一粒径では、密度を倍にすることによる落下予測への影響（図

3.24の赤色の●と緑色の■）に比べて、形状因子を半分に変更する影響（図3.24の灰色の○と赤色の

●）は比較的小さいことが分かる。したがって、落下予測の高精度化のためには、火山礫の密度の違い

を考慮することが相対的に重要と考えられる。 

本項の最後に、準プリニー式噴火の期間1 月26 日15 時～28 日00 時の降下火山礫の予測結果を示

す。初期値の噴煙柱モデルの噴煙の高さは、気象庁レーダー観測網による噴煙エコー頂の時間

変化（図 3.25）を用い、ボリュームスキャンの時間間隔ܶ=10 分ごとに更新した。入力値は、

１初期時刻あたり LFM の予報時間は 9 時間のため、初期時刻 26 日 00UTC（09 時）の 6～9

時間予報値から、初期時刻を 6 時間ごとに 5 回更新してそれぞれ 3～9 時間予報値を用い、計

33 時間積算した（図 3.25(d)）。トレーサー数は計 1,500,000（=250,000×6）用いた。図3.19に

示したようにこの期間、観測された火山礫の平均密度は比較的小さかったため、RATM における火山

礫の密度はߩ୮୫=1000 kg/m3のまま、形状因子を2/3=ܨから1/3に変更した比較結果を図3.26, 27に

示す。ただし、噴煙柱モデルにおける形状因子はいずれも2/3に固定している。同じ粒径ܦであっても

形状因子ܨを小さくすると想定される長径ܽは大きくなり（(3.9)式）、1/3=ܨ にした最大長径分布（図

3.27）は観測された火山礫をおおむね含む予測結果となった。本事例のような連続的噴火では、時間変

化する噴煙の高さの初期値への適切な適用や、積算ではなく細かな時間スケールでの観測に基づいた降

下火山礫の検証が今後の課題である。 

以上の比較検証では、初期値の噴煙柱モデルで用いるߩ୮୫およびܨは同一の初期条件の下で検証する

ために RATM と独立に固定したが、噴煙柱モデルでも RATM と同じ値を適用して再予測した結果を

図3.28に示す。図3.27と比較して初期値におけるこれらのパラメータの違いによる落下予測への影響

は小さく、噴煙柱モデルと RATM の整合性の観点から、ߩ୮୫およびܨは同じ値を使用することが適当

と考えられる。 

 

（４）量的降灰予報（案）における提供例 

 

RATM による火山礫の落下予測は、改良の余地はあるものの即時的な予測が可能であることから、



37 

平成24年度開催の降灰予報の高度化に向けた検討会で出された『降灰予報の高度化に向けた提言』（平

成25 年3 月、気象庁）に基づき平成25 年4 月から気象庁火山課が実施している、桜島をモデルケー

スにした量的降灰予報（案）の試験的な提供において利用されている。量的降灰予報（案）では、噴火

前の情報と噴火直後の速報における「小さな噴石が予想される範囲」について、RATM による火山礫

の落下予測結果を使用している。一例として、平成25年9月4日11時00分に発生した爆発（噴煙の

高さ：火口上2800 m）に伴い火山礫の落下による被害が発生した事例（図3.29）を示す。本事例では、

噴火直後の速報を、噴煙上昇中（第一報）と噴煙の高さ確定後（第二報）の２回に分けて提供した。図

3.30はその第一報を示す。第一報で仮定された噴煙の高さは、観測された噴煙の高さが2000ｍで上昇

中であったことから2500=ܪ m、噴火の継続時間はܶ=10 min、LFMは初期時刻3日23 UTC（4日

08時）の3～4時間予報値が使用された2。なお、図3.30は確定した噴煙の高さ（2800ｍ）より300 m

低い噴煙の高さを仮定しており、また最大長径ではなく、最大粒径 10 mm 以上3の火山礫が噴火開始

から1時間以内に落下することが予想される範囲が図示されていることに注意する必要があるが、本事

例に関しては、噴煙の高さ3000=ܪ m で発表された第二報や、最大長径分布で図示し直した落下範囲

は、図3.30と比較して大きな違いは見られなかった。図3.29下に示した昭和火口の南約3 km地点に

落下した長径約40 mmの火山礫は、図3.30の予想範囲におおむね入っていたが、南南東約8 km地点

に落下した15 mmの火山礫は「降灰が予想される範囲」には入っていたが「小さな噴石が予想される

範囲」外で見逃しがあった。図 3.29 上に見られるように噴煙柱は火口から傾いて上昇しており、前項

で述べたようにRATMの初期値における風の影響を考慮することと、量的降灰予報（案）の最大長径

分布による表現が今後の検討課題である。 

 

（５）小さな噴石の到達距離チャートの試作 

 

降下火山礫の到達距離は、噴火の規模（噴煙の高さ）と気象場（風の場）、火山礫の密度・形状な

どの影響を受けるため、これらを考慮した即時的な予測にはRATM が有効であるが、代表的な風の

場で噴煙の高さと到達距離の関係を予め把握しておくことも、より効果的な防災対応を行うためには

有効である。そこで、LFM による風速と、そのときの噴煙の高さを仮定した RATM による火山礫

の到達距離について調査した。統計期間は、上記(4)の事例直後の2013 年9月5日～2014 年1 月5

日までの秋・冬季4ヶ月間である。 

風の場は高度とともに変化するため、ある特定高度で全層の風を代表させるのは困難である。しか

し噴煙は高度が低いときは下層風のみ、高度が高くなると対流圏内では下層より一般的に強い上層風

の影響も受ける。ここではLFMによる、850 hPa面（海抜約1500 m）、700 hPa面（同3000 m）、

500 hPa面（同5700 m）の各指定気圧面の1時間ごとの風速について、相関を取った結果を図3.31

に示す。下層850 hPaと中層500 hPaの風の相関は悪いが、700 hPaの風は850 hPaとも500 hPa

とも比較的相関がある。ここでは700 hPaと850 hPa面の風速で考える。 

700 hPaと850 hPaの両気圧面の風速について5 m/s単位の階級ごとに、RATMで仮定した火口

上の噴煙の高さを縦軸に、そのとき予測される最大粒径10 mmの火山礫の火口からの最大水平到達

                                                  
2 噴火直後の速報は迅速に発表する必要があることから、事前に概ね500ｍ間隔の噴煙の高さ毎に落下予測

を行っておき、観測された噴煙の高さに最も近い噴煙（より高いもの）による予測結果を使用する。 
3 予測対象を最大粒径10 mm以上としているのは、桜島ではそのくらい以上の大きさから、自動車のリア

ガラスが割れるなどの被害が発生しているためである。 
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距離を横軸に取った統計結果を図 3.32 に示す。最も遠くまで到達する場合を想定して、火山礫の形

状は1/3=ܨ（(3.9)式より、粒径10 mmは長径18 mmに相当）、密度は1000 kg/m3を仮定している

4。落下地点と火口の標高差は800 m（桜島昭和火口の場合）である。同図には表3.1, 3.2のうち噴

煙の高さが明らかで、鹿児島地方気象台の現地調査に基づく最大長径20 mmの観測データを重ねて

示した。ただし、観測データに記した風速は気象庁毎時大気解析のGPVによる。2011年新燃岳の事

例（噴煙の高さは気象レーダーによるエコー頂による）については標高差が 800 m よりも大きい

が（約 1200 m）、個々の観測事例はおおむね予想される最大到達距離の範囲に入っている。この

小さな噴石の最大到達距離チャートは統計期間が短いため試作版であり、今後1ヶ年以上の観測と予

測データ双方の蓄積を待って精度を高める必要がある。 

 

（６）今後の課題 

 

RATM の初期値に用いる噴煙柱モデルについて、風の影響を考慮すること（例えば、Suzuki and 

Koyaguchi, 2013）や連続噴火時の噴煙の高さの与え方、細かい時間間隔での降下火山礫の検証など

が重要である。また、想定する粒径分布や形状因子、特に火山礫の密度については、引き続き、桜島で

の試験運用などを通して検証を進めるとともに、最大粒径ではなく最大長径による分布表現の検討が必

要である。 
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表3.1 桜島における火山礫の主な落下状況（1990年以降） 

発生日時 距離 

(km) 

大きさ※１ 

(mm) 

噴煙の高さ※２

(火口上，m) 

空振 

（気象台，Pa)

確認地点 

1990/08/28 

02:30 

4 20 不明 不明 東桜島町から野尻町に

かけて 

1990/11/30 

08:30 

3 20～50 4000 以上 不明 有村溶岩展望所付近の

国道沿い約２キロ 

1995/03/08 

11:49 

5 20 4000 以上 0.0 有村溶岩展望所 

1999/12/10 

05:55 

5 40 不明 0.1 黒神町から桜島口付近 

2000/02/17 

23:21 

3 15 不明 0.2 有村溶岩展望所 

2000/10/07 

16:42 

6 30 5000 以上 不明 桜島町袴腰付近 

10 3～4 鹿児島市中部から北部 

2008/02/03 

10:18 

3 5 500S 3.5 有村付近 

2008/02/06 

11:25 

4 2～5 1000S 以上 5.7 桜島口に近い身代湾付

近 

2008/04/08 

00:29 

3 10 1200S 不明 有村町付近 

2009/03/20 

05:55 

3 5～20 不明 8.7 有村溶岩展望所 

2009/04/09 

15:31 

4 10 4000S 以上 4.3 野尻町（桜島火山砂防セ

ンター付近） 

2009/10/03 

16:45 

5 5 3000 73.1 黒神町（黒神小学校） 

2009/11/17 

21:14 

3 40 600S 以上 7.3 有村溶岩展望所付近 

2010/01/12 

19:01 

4 20 1400S 5.0 桜島口付近 

6 10 垂水市小浜地区 

2012/03/12 

15:07 

3 5 1800S 48.4 有村溶岩展望所付近 

2013/08/29 

09:27 

4 10 3000S 5.7 黒神町 

2013/09/04 

11:00 

3 40 2800S 32.4 古里町から有村町 

8 15 垂水市中俣地区 

10 5 垂水市市役所付近 

2013/09/25 

12:42 

3 20 4000S 4.0 有村町 

2013/09/26 

10:18 

3 15 4500S 不明 有村町付近 

2013/11/27 

05:46 

3 20 2200S 9.0 黒神河原 

※１ 最大長径． ※２ 主に遠望カメラによる．添字 S は昭和火口からの噴火を表す． 
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表3.2 霧島山（新燃岳）における火山礫の落下状況（2011年） 

発生日時 
距離 

(km) 

大きさ※1 

(mm) 

噴煙の高さ※2

(火口上，m) 

空振 

（湯之野，Pa) 
確認地点 

2011/01/26-27  ～7 10～80 2500 以上 39.7※3 高千穂河原，御池町 

2011/02/14 05:07 ～16 5～50 不明 332.1 小林市水流迫地区ほか 

2011/03/13 17:45 ～9 10～40 4000 7.2 都城市夏尾町 

2011/04/18 19:22 ～9 20 2000 3.5 高原町花堂地区 

※1 最大長径． ※2 遠望カメラによる． ※3 27 日 15:41 の爆発． 

 

表3.3 気象庁領域移流拡散モデル（JMA-RATM）に入力する数値予報GPVの種類（2014年3月現在） 

入力値 メソ数値予報モデル（MSM） 局地モデル（LFM） 

水平格子間隔 5 km 2 km 

鉛直層数（モデルトップ） 50（海抜21.8 km） 60（海抜20.2 km） 

時間間隔 3 時間ごと，39 時間予報 1 時間ごと，9 時間予報 

数値予報モデル 気象庁非静力学モデル（JMA-NHM） 

用 途 広域長時間予測 狭域短時間予測 
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（ａ）火山礫の種類 

 
 

（ｂ）火山礫の落下範囲 

 

図3.1 2011年霧島山（新燃岳）噴火に伴う火山礫の落下状況 

（ａ）確認された火山礫の種類。（ｂ）火山礫の落下方向と到達距離。（宮崎県・鹿児島県・霧島山（新燃岳）噴火

に関する政府支援チーム（2011）より） 
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（ｃ）火山礫による被害状況 

 

 

図3.1 2011年霧島山（新燃岳）噴火に伴う火山礫の落下状況（つづき） 

（ｃ）火山礫の落下による被害状況。（宮崎県・鹿児島県・霧島山（新燃岳）噴火に関する政府支援チーム（2011）

より） 

 

 
図3.2 気象庁領域移流拡散モデル（JMA-RATM）による火山灰・礫の落下予測計算の流れ 
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（ｃ） （ａ）＋（ｂ）（粒径別） 

 

 

図3.10 2011年1月26～27日および2月14日新燃岳噴火に伴う火山礫の形状因子 

（ａ）東京大学地震研究所（Maeno et al., 2013）の観測に基づく。（ｂ）産業技術総合研究所（古川・他, 2011; 

及川・他, 2011）の観測に基づく。（ｃ）（ａ）と（ｂ）の観測値を粒径別にプロット。各図で塗りつぶしたプロッ

トは各イベントにおける平均値、赤線は従来のRATMで用いていた値（2/3）を示す。 
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図3.29 2013年9月4日11時00分桜島爆発に伴う火山礫の落下状況 

（第127回火山噴火予知連絡会資料（2013）より） 
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図3.30 2013年9月4日11時00分桜島爆発に伴い試験提供された降灰速報（第一報）の例 
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図3.31 LFMによる各気圧面間の風速の相関（統計期間：2013年9月5日～2014年1月5日） 
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図3.32 小さな噴石の最大到達距離チャート（試作版、統計期間：2013年9月5日～2014年1月5日） 

縦軸は火口からの噴煙の高さ、横軸は火口から落下地点まで水平距離、図中の数値（m/s）は（上）700 hPa面，（下）

850hPa面風速を表す。火山礫は形状因子1/3=ܨの粒径10 mm（長径18 mm）、密度ߩ୮୫=1000 kg/m
3、火口と落下地

点の標高差は800 m（桜島昭和火口）の場合。長径20 mmの降下火山礫の観測事例を吹き出しで示した。 
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４．噴煙の高さの推定手法 

 

（１）はじめに 

 

現在、火山の噴火規模を即時的に表す指標はない。たとえば地震の規模を表す地震マグニチュードが

地震発生後すみやかに見積もられるように、噴火が開始した際に噴火規模を即時的に見積もることはで

きてはいない。そのため統一的な噴火規模の指標の推定手法が待たれるが、噴火現象の複雑性や連続性

から、これを即時的に決定することは非常に困難である。 

「小さな噴石」の落下範囲の予測は、第３章に報告したように、様々なパラメータを検討したうえで

移流拡散モデルによる計算を行うことで実現する。しかし、噴石が噴煙柱のどの高さから上空の風に流

され落下し始めたかを正確に把握していなければ、地表への落下地点を正確に予測することはできない。

一般に、噴石の落下開始高度が高いほど落下時間が長いため、風に流され、より遠方まで落下する。こ

のため、噴石の到達範囲の上限を正確に計算するためには、噴石を上空まで運び上げる噴煙の正確な高

さを即時的に知ることが必要である。 

本検討を続ける中で、噴煙の高さを正確に把握することは「小さな噴石」の落下範囲を正確に予測で

きるだけでなく、噴火規模の把握や噴出率の把握（Sparks et al, 1997）につながるため極めて重要で

あることが明らかになった。そこで、噴煙の高さを噴火規模に関連する指標のひとつであると捉え、噴

煙の高さの推定を重点的に検討することとした。 

本報告では、悪天候や夜間に把握が難しい監視カメラや、現在ではまだ観測（ボリュームスキャン）

の時間間隔が長いレーダーによらない、噴煙の高さの推定手法を検討した。具体的には、空振計、地震

計、傾斜計のデータを用いて検討を行った。 

 

連続的な火山灰噴出による噴煙、いわゆるプリュームの状態の噴煙の高さの推定に関しては、これま

でにいくつかの先行研究がある。McNutt (1994) は、21 の噴火事例から、噴煙の高さが3km 以上の

場合には、噴煙の高さは火口からの距離で規格化した噴火に伴う微動の最大振幅の2乗と相関があるこ

とを示した。Sparks et al. (1997) は、噴火が継続している期間における平均的な噴出率は噴煙の高さ

の約4乗に比例することを示した。Prejean and Brodsky (2011) は、アリューシャンの火山に対して

長周期の表面波地震動から噴煙の高さを推定する手法を提案した。Senyukov et al. (2013) は、カムチ

ャツカの火山の多くの噴火について地震動の積分と噴煙の高さの関係を推定することで経験則を導い

た。多くは、Sparks et al. (1997)の噴煙の高さと噴出率の経験則の考え方に基づき推定手法を検討して

いる。一方、短時間の噴火に伴う噴煙の上昇はいわゆるサーマルの状態であり、一般に高さの推定は容

易ではないため報告事例は多くない（Caplan-Auerbach et al., 2010等）。 

 

本報告では、2011年の霧島山新燃岳の噴火を中心に検討を行った。2011年1月26～27日の２日間

にわたり連続的に多量の火山灰を放出する準プリニー式噴火が発生し1.6 – 3.0 × 107 ton もの火山

灰等が噴出した（Nakada et al., 2013）が、噴煙の高さは期間を通して気象レーダーで詳細に把握さ

れており（新堀・他、2013）、このような高品質のデータを利用して推定手法の検討を行った。 

図4.1は、新堀・他(2013)による、2011年1月26～27日の新燃岳噴火時の噴煙の高さの推移に加筆

したものである。噴火時には監視カメラによる遠望観測でも噴煙の高さが観測されている（図4.1Aの

黒線）。一方、種子島・福岡の気象ドップラーレーダー、及び鹿児島空港ドップラーレーダーでは噴煙
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に伴うエコーが確認されている（図 4.1A の青線、及び橙線）。気象レーダーは低仰角のエコーは捕捉

できない場合もあるが、この新燃岳噴火の場合 2000～3000m 以上の高さのエコーが捉えられている。

一方、遠望観測では噴煙が高い場合、観測精度が落ちたり、監視カメラの場合は画角を超えたりするた

め正確な高さを見積もることはできない。この新燃岳噴火の場合、遠望観測では3000mを超える噴煙

の高さは観測されていない。気象レーダーによるエコー頂高度が噴煙の高さに完全に一致しているかど

うかはまだ精査されていないが、気象レーダーのエコー頂高度が噴煙の高さであるとみなすことができ

れば、レーダー観測は噴煙の高さを即時把握する有効な手段である。 

しかし気象レーダーはすべてに対して万能ではない。現在は気象レーダーによる火山灰と雨滴の判別

手法は確立されていないので、火山噴煙の他に気象レーダーの本来の検知対象物である雨滴が混在した

場合、噴煙のみを検出することはできない。たとえば図3.13bは、噴煙と雨滴が混在しているときのレ

ーダーエコーの一例である。このように、レーダーに頼ることのない噴煙の高さの推定手法の検討も必

要とされている。本報告では、この新燃岳の噴火に伴う、概ね2000m以上のエコー頂高度を記録した

時間帯に対して検討することとした（図4.1B）。以降、気象レーダーで捉えた火山噴煙のエコー頂の高

さを（レーダーによる）噴煙の高さと言い替える。 

 

火山活動を監視するために、火山周辺には空振計、地震計、傾斜計等の観測機器が設置され、観測デ

ータはリアルタイムで伝送されモニタリングされている。そこで、レーダー以外のこれら物理観測デー

タを利用して噴煙の高さを推定することが可能かを検討した。 

まずは、それぞれのデータを時系列で示し、レーダーエコーとどの程度一致するかを確認した。図

4.2は新燃岳の噴火に伴う空振計、地震計、傾斜計の記録（すべてKITK（高千穂河原観測点）、火口の

南東約3.1km、図4.3参照）を、レーダーのエコー頂高度とともに示したものである。図4.2Aは空振

記録、図4.2Bは地震動記録であり、上段はその原波形である。中段と下段はそれぞれ1秒と5秒の自

乗平均平方根（RMS）で示した。図4.2Cは傾斜記録であり、中段はその1分平均値である。下段はこ

れを時間微分して5分平均値にしたものである。各々の中段と下段には、噴煙の高さを橙色の線で示し

た。時間推移を空振計等のデータと比較するため、任意の倍率で重ねて表示している。これらを見てみ

ると、詳細な部分を除けば、下段の5分のエンベロープは概ね噴煙の高さの推移に一致するように見ら

れる。このように、新燃岳の連続的な噴火に伴う噴煙の高さについては、空振計、地震計、傾斜計の記

録を取扱い、各記録と噴煙の高さとの関係を整理することである程度推定することが可能である見通し

がついた。 

そこで、本検討では空振計、地震計、傾斜計の記録を用いて新燃岳の噴煙の高さの推定手法を検討す

るとともに、本手法が他の火山の噴火や、連続的な火山灰を噴出するような噴火でない場合にも、適用

可能かどうかを確認した。 

 

 

（２）空振データによる推定手法 

 

火山噴火は物質が地上に噴出する現象であり、質量が加速度的に移動することから、それに伴う圧力

変化を生じさせる。この変化を空振計等によってモニタリングすることで噴出率を把握できる可能性が

ある。 

Lighthill (1978) によると、観測される圧力変化ΔPは圧力源における気体の噴出率の微分に比例す
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る。 

 

∆ܲ ൌ ቀ ଵ

ଶగ
ቁ ቂௗሺ௧ି/ሻ

ௗ௧
ቃ       ( 4.1 )  

 

ここで、r は圧力源と圧力変化を観測する地点の間の距離、t は時刻、c は音速、q は質量の噴出率を

示す。 

Johnson（2003）は、(4.1)式からガス圧の解放による爆発に適用し、ガスの質量噴出率q (kg/sec)を

以下のように表した。 

 

ሺ߬ሻݍ ൌ 	ݎߨ2  ∆ܲሺݐ 




ఛ
 	ሻ	݀( 4.2 )      ݐ  

 

一方、Sparks et al (1997)はマグマ噴火に伴う噴煙の高さ H (km)は、マグマ換算体積の噴出率 Q 

(m3/sec)のべき乗に比例する経験式を示した。 

 

ܪ ൌ 1.67ܳ.ଶହଽ       ( 4.3 )  

 

ここで、Q はマグマ噴出率（m3/sec）を示す。Johnson(2003)の式はガスの質量噴出率、Sparks et 

al.(1997)の式はマグマの体積噴出率に関する関係式であるが、これらを関係づけるため、 

 

ܳ ൌ 	ݍ	 ⁄ߙ	          ( 4.4 )  

 

となる適切な α (噴煙の体積に対する火砕物の質量；kg/m3)を与えれば、噴煙の高さは(4.2),(4.3),(4.4)

式から、以下のように推定することが可能である（図4.4）。 

 

ܪ ൌ 1.67ሺݍ ⁄ߙ ሻ.ଶହଽ ൌ 	1.67൫2ݎߨ	  ∆ܲ
ఛ
 	ݐ݀ ⁄ߙ ൯


    ( 4.5 )  

 

ここでnは0.259である。 

ただし、噴火が加速度的でない場合、(4.2)式には定常流噴出を記述するための定数項が必要となる。

ここでは、観測された空振は噴出物の加速度的な噴出によるものと仮定して検討を進めることとし、空

振データを解析して噴煙の高さとの比較を行った（図 4.5）。図 4.5A は火口から南東 3.1km の KITK

（高千穂河原）観測点における空振の原波形、図 4.5B はその積分波形、図 4.5C はその 5 分間の自乗

平均平方根（RMS）である。図4.5Cには空振データと比較するため、噴煙の高さの時間推移を任意の

倍率で重ねて表示させている。 

参照とする噴煙の高さはレーダーによるエコー頂である。これと空振積分RMSのべき乗の関係を示

したものが図4.6である。噴火全期間のデータから両者の対数についてべき乗関係を調べたところ、べ

き数はn=0.39と求められた。ところが、噴煙が成長している時期における分布は相関が悪く、噴煙の

高さの時間変化が小さい（以下、噴煙の高さが安定的な）期間 A（高さ 6000～7000m 付近）、B（高
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さ 3000～4000m 付近）、およびC（高さ 2000m 付近）（図 4.7.A）の期間に限った場合、相関は異な

ることが予想された。そこで、A、B、C 各期間の平均値に対する高さの対数と空振積分 RMS のべき

乗関係を調べた結果、べき数はn = 0.77となった（図4.7B）。(4.5)式に従えば、nは0.259となるとこ

ろであるが、これには一致しなかった。また、同時に残差自乗和が最小となるαを求めたところ 1500

となった。これらからn = 0.77として、ΔPに空振データを用いて(4.5)式に従いHを求めたところ、

図4.7Cのとおり、噴煙の高さの推移と相互相関係数0.75で一致した。KITK以外の２観測点（KIAM、

KTKH）についても同様の手順で、噴煙の高さを推定した結果を図4.8に示す。いずれも相互相関係数

0.7以上のよい一致となった。 

なお、(4.2)式では定常流の噴出を記述するための定数項を考慮しないで解析したが、結果的には噴煙

の高さによく一致した予測式が導かれた。これは定常的な噴出量が加速度的な噴出量に対して線形な関

係があるか、定常流の寄与が極めて小さいなどの理由が考えられる。 

 

 

（３）地震動データによる推定手法 

 

McNutt(1994)は、噴煙の高さHと微動の変位振幅Aの経験式を以下のとおり示した。 

 

.ଵሺܴ݈݃ .ܦ ሻ ൌ 1.8	 ଵ݈݃ ܪ െ 0.08						ܴ. 		.ܦ ൌ
	

ଶ√ଶெ
				ሺܴ݁݀݀݁ܿݑ	݁ܿ݊ܽݐݏ݅ܦሻ ( 4.6 )  

 

ここで、Hは噴煙の高さ、Aは地震動の変位振幅、rは震源と地震計の間の距離、Mは地震計の倍率で

ある。ただし、Aは継続する噴火に伴う微動の中の最大振幅である。(4.6)式は変形すると、 

 

ܪ ൌ ሺߚ	ݎ	ܣሻ        ( 4.7)  

 

となる。ここでnは0.56（ = 1 / 1.8）であり、βは定数である。つまり、噴煙の高さは変位振幅のべ

き乗で表される。 

以上の考え方をもとに地震動データを解析して噴煙の高さとの比較を行った（図4.9）。図4.9Aは火

口から南東 3.1km のKITK 観測点における地震動の原速度波形、図 4.9B はそれをその積分した変位

波形、図 4.9C はその 5 分間の自乗平均平方根である。図 4.9C には地震動データと比較するため、噴

煙の高さの時間推移も示しているが、任意の倍率で重ねて表示させている。空振データの解析の時と同

様に、噴煙の高さデータは噴煙の高さが安定的な期間A、B、Cの時間帯を使って両者の対数について

べき乗関係を調べたところ、べき数n=0.54と求められた（図4.10A）。なお、 (4.7)式に従うのであれ

ば、n=0.56 となるところであるが、これにほぼ一致した。また、同時に残差自乗和が最小となる βを

求めたところ24,000となった。これらからn = 0.54として、Aに変位振幅を用いて(4.7)式に従いHを

求めたところ、図4.10Bのとおり、噴煙の高さの推移と相互相関係数0.87でよく一致した。KITK以

外の３観測点（KIRA、KNKD、KTCM）についても同様の手順で、噴煙の高さを推定した結果を図

4.11に示す。いずれも相互相関係数が0.78以上のよい一致を示している。 
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（４）傾斜データによる推定手法 

 

2011年1月に発生した新燃岳の準プリニー式噴火では、2009年12月頃より新燃岳西方の地下での

マグマだまりに蓄積されていたマグマが地表に噴出したものと考えられ、噴火期間中のマグマだまりの

体積収縮の推移とマグマの放出の推移は整合していると考えられる（Ueda et al., 2013）。よってこの

噴火活動については、マグマだまりの体積収縮に伴う地盤変動を観測することにより、噴出物の体積量

を見積もることができると仮定すれば、体積変化量から噴煙の高さを推定することが可能である。 

傾斜量と体積変化量の関係については、地下の球状圧力源の圧力変化に伴う体積変化量 V と、観測

される傾斜量γの関係について、Mogi(1958) 及び萩原(1977) から、 

 

ߛ ൌ
ଽ

ସగ

ோ

ሺమାோమሻఱ/మ
       ( 4.8) 	

 

となる。ここで、Dは圧力源の深さ、Rは圧力源から傾斜計までの水平距離とする。圧力源の位置が変

わらないとすると、体積変化量Vは、 

 

ܸ ൌ ܨ															,	ߛ	ܨ ൌ
ସగ

ଽ
	
ሺమାோమሻఱ మ⁄

ோ
					ሺݐݏ݊ܥ. ሻ    ( 4.9) 	

 

と表される。つまり体積変化量Vは傾斜量γに比例する。 

また、地下の体積収縮源が球状であり、体積収縮はすなわちマグマ噴出によるものとした場合、体積

収縮率dV/dtとマグマ噴出率Qは一致するので、 

 

ܳ ൌ 	
ௗ

ௗ௧
        ( 4.10)	

 

よって(4.9)、(4.10)式より、 

 

ܳ ൌ 	
ௗ

ௗ௧
ൌ 	݇	ܨ

ௗఊ

ௗ௧
       ( 4.11)	

 

となり、噴出率Q は傾斜量γ の時間微分（傾斜速度）に比例する。kは1.0となるべきであるが、現

実には観測点により違いが生じると予測されるため、観測点補正係数としてこのように与えておくこと

にする。以上と(4.3)式から、噴煙の高さは以下の通り示される。 

 

ܪ ൌ 	1.67	 ቀܨ	݇	
ௗఊ

ௗ௧
ቁ

       ( 4.12)	

 

ここでnは0.259である。(4.12)式により、適切なk を推定できれば、噴煙の高さは傾斜速度から推定

可能である。 
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以上の考え方をもとに傾斜データを解析して噴煙の高さとの比較を行った（図4.12）。図4.12Aは火

口から南東3.1kmのKITK観測点（東西成分）の傾斜変動の時間推移で、図4.12Bはその時間微分（傾

斜速度）の 5 分間の平均値である。図 4.12B には傾斜データと比較するため、噴煙の高さの時間推移

も示しているが、任意の倍率で重ねて表示させている。この傾斜速度と噴煙の高さのべき乗の関係を示

したものが図4.13Aである。両者の対数についてべき乗関係を調べたところ0.37と求められた。(4.12)

式に従うのであれば、0.259となるところであり、これに近い値となった。また、同時に残差自乗和が

最小となるkを求めたところ2.0となった。これらからn = 0.37として、γに傾斜データを用いて(4.12)

式に従いHを求めたところ、図4.13Bのとおりとなり、噴煙の高さの推移と相互相関係数0.79で一致

した。KITK 以外の 2 観測点（KIAM、ARS）についても同様の手順で、噴煙の高さを推定した結果

を図4.14に示す。いずれも相互相関係数0.76以上のよい一致を示している。なお、圧力源の位置は国

土地理院（2011）による。 

 

 

（５）手法の適用と課題 

 

2011 年 1 月 26～27 日に新燃岳で発生した連続的な噴火に対して、空振計、地震計、傾斜計データ

を用いた推定手法を検討した結果、噴煙の高さが 3～4km 以上の安定的な期間では、高さを概ね推定

することが可能であり。これらの手法を使うことでおおむね±2km 程度の誤差で噴煙の高さを推定で

きることがわかった（図4.15）。しかし以下のような課題が残っている。 

 

更に検討をすすめる項目 

○他火山への適用 

2000年三宅島の噴火等、他の連続的な噴火事例への適用の可能性。 

○単発的に噴煙をあげる噴火に対する推定手法 

ブルカノ式噴火のような単発的な噴火への適用の可能性。また、単発的な噴火の別の推定手法の可能

性。 

○安定的な噴煙と成長中の噴煙における適用の確認 

安定的な噴煙と成長途上の噴煙に対する手法が異なるべきかどうかの精査。異なる場合には、成長中

の噴煙における推定手法の可能性。 

○ノイズの除去方法 

空振データに風のノイズが重畳する場合、また地震動データに噴出に起因しないノイズ（例えば群発

地震）が重畳する場合の推定手法。 

 

このうち、ブルカノ式噴火のような単発的に噴煙をあげる噴火に対する推定については、発生頻度が

高いこともあり、手法の開発が待たれている。本検討において新燃岳の準プリニー式噴火のデータをも

とに検討した推定手法を、そのまま単発的な噴火に適用することはできない。桜島の昭和火口で単発的

に発生するブルカノ式噴火の噴煙の高さと、地震動や空振の振幅との関係を見ても、相関は低い（図

4.16）。これらとは別のアプローチによる新たな推定手法の検討が必要である。 
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図4.3 新燃岳周辺の観測点配置図 

  四角が空振計、丸が地震計、菱形が傾斜計を示す。（KITK：高千穂河原、KIAM：湯之野、KTKH：高原、

KIRA：A点、KNKD：中岳、KTCM：高千穂峰、ARS：荒襲） 

 

 

図4.4 空振による噴煙の高さ推定の考え方 
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５．火山灰総放出量のモニタリング 

 

前章で述べたように、本検討会では、噴火規模を表す指標のひとつとして噴煙の高さを取り上げて推

定手法の検討を行った。2011年霧島山新燃岳の準プリニー式噴火について検討結果から、このような

規模の大きい連続的に発生する噴火については、空振計、地震計、傾斜計データからある程度の噴煙の

高さを推定する目処がついた。一方、噴煙の高さ以外の噴火規模の指標について検討することも重要で

あり、そのひとつとして、噴煙の高さとも密接な関係のある火山灰総放出量をあげることができる。火

山灰放出総量がモニタリングは、噴火活動の定量的把握に有効であるとともに、除灰活動等の情報提供

にも貢献することが期待される。このようなことから、本検討会では火山灰総放出量の推定手法につい

ても検討を行った。 

桜島では、爆発時はもとより非爆発時にも火山灰が放出されており、その火山灰放出量は爆発に伴う

火山灰放出量と同等かそれ以上となっている場合もある（田島・他, 2012、井口，2013a）。井口（2013a, 

2013b）は桜島昭和火口噴火の火山灰総放出量のモニタリングについて、地盤変動データと地震動デー

タを利用する手法を提案した（図5.1）。井口（2013a, 2013b）は、噴火形態によって取扱いを変え、

爆発時には地盤変動から、また非爆発時の連続的な火山灰噴出をしている時には地震動の振幅から見積

もることが可能としている。具体的に桜島の噴火活動では、爆発はしていないが火山灰を少しずつ連続

して放出する量は地震動の振幅２乗和（A）に、ブルカノ式噴火のような爆発時の火山灰放出量は地盤

変動から計算される体積収縮量（V）に関係するとして、１ヶ月毎の総降灰量データをもとにAとV

に対する最適な係数を同時に推定して火山灰総放出量を求めている。噴煙の到達高度を用いず、地震動

と地盤変動データを利用することがこの手法の利点である。とりわけ地震動は他の観測データに比べノ

イズが小さいデータを取得できるという観測の安定性をもち、リアルタイム性に優れている。井口

（2013a）はこの手法を2009年～2012年の桜島昭和火口の噴火に適用し、地震動から推定した非爆発

時の火山灰放出量と地盤変動から推定した爆発時の火山灰放出量の比を、７：３と見積もった。この比

率は、同期間内の2010年12月6～20日に観測された火山灰堆積量の解析結果（田島・他, 2012）と

整合している。本検討会では、この手法を2013年の桜島昭和火口の噴火に対して適用し（図5.2）、Ａ

とＶから火山灰放出量の良好な推定が行えることを確認した。その際、非爆発時と爆発時における火山

灰放出量の比は５：５であった（図5.3）。 

この手法は、月別のような期間の火山灰総放出量の推定を行うのに非常に有効であるが、対象期間を

１週間あるいは数日と短くした場合についても推定が可能であれば、火山灰総放出量から噴出率のモニ

タリングができ、さらには降灰情報へ活用することができると考えられる。そこで、試みとして、本手

法を1日単位に適用して、第３章で述べたJMA-RATMの初期値として用いることで降灰予測を行っ

た。事例としては、桜島で爆発の発生がなく5、鹿児島地方気象台で24時間降灰量が観測された2013

年10月22日09時～23日09時の期間を用いた。この期間、地震動データから推定された火山灰放出

量は1.22×104 tonであった。遠望観測結果による、噴煙の高さは200 mから最高1200 mであったこ

とから、この放出量が昭和火口から一定の高さ500 mもしくは1000 mで24時間かけて放出されたと

仮定して予測を行い、その24時間積算の降灰分布を図5.4に示した。この日、鹿児島地方気象台では

日降灰量23 g/m2が観測されたが、予測では、噴煙の高さ500 m固定の場合22.6 g/m2、1000 m固定

の場合24.6 g/m2であった。量的降灰予報（案）の検証のために提供を受けている鹿児島市等の観測デ

                                                  
5 噴煙の高さ1000 m以上（火口上）の爆発的でない噴火は含まれている。 
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ータに対しても、この24時間の最高の噴煙の高さに近い1000 mで高さ固定した場合は倍から半分程

度の計算結果であった。他方、500 mで高さ固定した場合、桜島近傍の予想降灰量は増える一方、全

体として予想降灰域は狭くなり予想降灰量が1桁過小になる地点があった。今後、このように期間を短

くした場合の推定手法や爆発も含めた予測手法の点検を適切な噴煙の高さの設定とともに進める必要

がある。 

火山灰総放出量のモニタリングは火山の活動度把握にも重要である。火山灰放出量の推定については、

以下の３つの噴火形態（図5.5）によってそれぞれ異なるアプローチを取ることが考えられる。 

１．多量の火山灰を連続的に放出する規模の大きい噴火（準プリニー式噴火等） 

２．爆発（ブルカノ式噴火） 

３．火山灰を連続的に少しずつ放出する噴火 

現在の桜島では２と３の噴火形態がともに見られる。前章で述べた噴煙の高さの推定手法を用いて１．

の噴煙の高さを推定することに加え、２．と３．についてはここで述べた井口（2013a, 2013b）の手

法をあわせて用いることで、噴火形態や継続時間によらず火山灰総放出量を総合的にモニタリングでき

る可能性があり、今後試行を進めたい。 
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６．検討結果の活用と今後の課題 

 

噴火開始後の早い段階で「大きな噴石」、「小さな噴石」の予測を行うこと等、噴火現象の即時的な把

握のために、気象庁の火山監視業務での活用（既存の技術で対応可能な改善を含む）を念頭に、大学や

気象庁以外の機関の研究成果等も踏まえて、以下の検討を行った。 

１）大きな噴石の到達距離の予測手法 

２）小さな噴石の落下範囲の予測手法 

噴火規模を表す指標として 

３）噴煙の高さの推定手法 

４）火山灰総放出量のモニタリング手法 

その結果、１）、２）、４）については、概ね火山監視業務での活用が可能であることがわかった。ま

た、３）については、規模の大きい連続的な噴煙活動であった新燃岳噴火の一事例には適用可能である

ことがわかった。 

 

（１）検討結果の活用 

 

今回の検討結果は、次のように気象庁の火山監視業務への活用が期待される。 

 

１）大きな噴石の到達距離の予測手法 

天候不良時に噴石の到達場所が目視等で確認できない場合の到達範囲の推定や防災機関等に注意喚

起する爆発の判定基準、噴火警戒レベルの判定基準への反映。 

 

２）小さな噴石の落下範囲の予測手法 

降灰予報の高度化に向けた提言に基づき、平成26年度末から運用開始を予定している量的降灰予報

において、噴火前から提供する情報や噴火直後の速報への小さな噴石の降下範囲の情報を提供。 

 

３）噴煙の高さの推定手法 

天候不良時に目視や気象レーダー、気象衛星等で噴煙の高さが観測できない場合の噴煙の高さの推定。

噴煙の高さの情報は量的降灰予測や小さな噴石の落下範囲の予測にも不可欠な情報である。 

 

４）火山灰総放出量のモニタリング手法 

噴火活動が活発な火山において、噴火時に即時的に火山灰総放出量に関する情報や量的降灰予測技術

と組み合わせた降灰量の情報の提供。 

 

（２）今後の課題 

 

また、前項のような火山監視業務への活用を実現するためには、まだ多くの課題が残されている。 

 

１）大きな噴石の到達距離の予測手法 

大きな噴石の予測手法については、桜島の事例を解析して、空振データを用いて予測する手法につい
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て目処がついたが、以下のような課題がある。 

○火山毎の予測式 

最大到達距離を予測する式は火山毎に異なる可能性もあり、精緻な予測式は火山毎に作成されるべき

である。 

○大きな規模の爆発 

より大きな空振の場合の到達距離を検討する必要がある。ある程度以上の規模の爆発では、噴石を射

出するメカニズムが異なっていたり、噴石の射出角が直上方向に近い角度に限られていたりすることも

考えられ、検討が必要である。 

○時間的な猶予 

本予測手法を用いるとき、大きな噴石の到達までに時間的な猶予がどのくらいあるかをさらに検討す

る必要がある。 

 

２）小さな噴石の落下範囲の予測手法 

○噴煙柱モデルにおける風の影響の考慮 

RATM 移流拡散モデルの初期値に用いる噴煙柱モデルについて、風の影響を考慮することや連続的

な噴火時の噴煙の高さの与え方と細かい時間間隔での降下火山礫の検証が重要である。 

○想定する小さな噴石の密度等の検証 

想定する粒径分布や形状因子、火山礫の密度については、引き続き、桜島での試験運用などを通して

検証を進めるとともに，最大粒径ではなく最大長径による分布表現の検討が必要である。 

 

３）噴煙の高さの推定手法 

2011 年 1 月 26～27 日に新燃岳で発生した連続的な噴火に対して、空振計、地震計、傾斜計による

推定手法について検討した結果、おおむね噴煙の高さを推定できることがわかった。今後進めるべき検

討として、以下のような課題がある。 

○他火山への適用 

2000年三宅島の噴火等、他の連続的な噴火事例への適用の可能性を調査する必要がある。 

○安定的な噴煙と成長中の噴煙における適用の確認 

安定的な噴煙と成長途上の噴煙に対する手法が異なるかどうかの精査。異なる場合には、成長中の噴

煙における推定手法の検討が必要である。 

○ノイズの除去方法 

空振データに風のノイズが重畳する場合、また地震動データに噴出に起因しないノイズ（例えば群発

地震）が重畳する場合、ノイズの影響を受けないような推定方法が必要である。 

○単発的に噴煙をあげる噴火に対する推定手法 

2011 年新燃岳や 2000 年三宅島等の単発的な噴火に対して、本手法を適用することは難しいことを

確認した。このため、単発的な噴火に対しては別の推定手法を検討する必要がある。 

 

４）火山灰総放出量のモニタリング手法 

井口（2013）の手法を用いて、爆発と火山灰を連続的に少しずつ放出する噴火に対する火山灰総放

出量の推定について試行を進め、降灰情報等への活用を想定した週単位、日単位等、対象期間をより短

くできるかどうかの検討が必要である。 
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（３）その他 

 

○限られた条件における噴火規模等の推定 

 本検討会では、豊富な観測データがある場合の事例について検討を行った。しかし、常に多くの観測

データで監視している火山ばかりでなく、場合によってはデータが限られた条件の火山でも概ねの噴火

規模等を把握しなければばならない場合が生じる場合もある。このため、精度低下をふまえた噴火規模

の推定手法も検討しておくべきである。 

 また、噴煙の高さや火山灰総放出量以外の噴火規模の指標、例えば噴火強度や噴出率等などを表す指

標の検討も重要である。 

 

○火砕流など重大な被害を及ぼす噴火現象の発生の即時的検知や規模推定 

火砕流など重大な被害を及ぼす噴火現象の発生の即時的な検知や規模の推定は防災上重要である。火

砕流については、溶岩ドーム崩壊型の火砕流の即時的なモニタリングについて、これまでに震動・空振

観測を用いた手法が提案されている（Yamasato, 1997等）。しかし、その他の様式の火砕流の検知ある

いは到達範囲の予測等を含む規模推定については現時点では困難な要素が多いと考えられるため、今回

の検討の目的には含めなかった。これらは技術的に解決されていない、また火山学的に検討を要する事

柄もあることから将来的な課題とする。 
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